


lま じ め

昨今の厳しい財政状況を踏まえ、行政改革のうねりが進む一方で、新たな課

題として「テロ対策」ゃ「食の安全」など健康危機管理体制の重要性が求めら

れております。

当センターでは、従前から青森県民の安全・安心を守るために、保健と環境

の両面から試験検奄と調査研究を行っています。更に、時代の趨勢でしょうが、

商工や農林水産サイドの試験研究機関との地域産業活性化にかかわる共同研究

事業への参画も要求されるようになり、保健・環境行政と経済発展という三つ

の側面を見据えた形で地方衛生研究所及び地方環境研究所の将来を展望してい

く必要に迫られています。

さて、当センターでは、貝毒試験と細菌試験に関するISO/IEC17025試験所

認定を取得して 2年が経過しました。人事異動の度に組織体制の組み直しを余

儀なくされていますが、これまでのところ認定維持活動が円滑に遂行できてお

りす。

このように多岐に渡る業務を展開していますが、この度、 5編の報文と 3編

のノートを合む研究報告をまとめることが出来ました。御一読の上、御意見な

どお寄せくだされば幸甚に存じます。

2005年3月

青森県環境保健センター

所長竹内重正
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青森県環境保健センター研究報告 15， 1 -7， 2004 

農水産物成分の抗インフルエンザウイルス活性に関する研究

小笠原和彦 三上稔之 石川和子 阿部幸一

畑山一郎 筒井理華1 加藤陽治2

農水産物12品目について，抗インフルエンザウイルス活性(以下，抗ウイルス活性)のスクリーニングを行い，有効成分の有
無について検討を行った。そのうち，ながいも，ニンニクに抗ウイルス活性が有ることを確認した。ニンニクについては，多く
の報告1)があることから，本研究では，ながいもに焦点を当てて抽出液中の有効成分の熱安定性の検討や抽出液の分画を実施し，
当該成分の特定をすすめた。その結果， 100

o

C， 5分間の加熱処理により抗ウイルス活性は失活し， 50
o

C， 70
0

Cでは抗ウイルス活
性への影響は認められなかった。
抽出液の分画においては，溶出液の回収によりFraction1 ~ 8に分けられ，そのうちのFr.1~ 7を限外櫨過により外液と内液
にさらに分けた。抗ウイルス活性は，内法のFr.1~ 3， 6では認められたが， Fr.4， 5， 7では判定が困難であった。また，外
液で、はFr.1~ 7のすべてにおいて抗ウイルス活性は認められなかった。

Key words : Dioscorea batatas， influenzavirus， Cytopathic Effect (CPE) ， RT -PCR 

1 .はじめに

インフルエンザは，毎年冬季を中心に流行し乳幼

児や高齢者において急性肺炎等を併発し，重症化する

など，高齢化社会を迎えつつある我が固においては，

社会的に大変重大な問題である O 緑茶のカテキン2)

やニンニクの総抽出液に抗インフルエンザウイルス活

性があるように， 日常的に食している野菜，果物，海

藻類に抗ウイルス作用を示す植物性機能成分が存在す

るのか，その有無を農産物9品目，海藻類3品目につ

いて検討し，さらにウイルスに対する作用が認められ

たものについて，作用成分の特定を行うとともに，イ

ンフルエンザウイルス感染症の予防に資することの可

能性を含め検討した。 3.4) 

2. 材料と方法

(1 ) 材料は， りんご(つがる，王林，ふじ)，ながい

も，ニンニク，大根，人参，ゴボウ，アピオス，ツ

ルアラメ，アオワカメ，スジメの12品目を用いた。

(2) 培養細胞は， MDCK細胞(イヌ腎株化細胞)を

用いた。

(3) 細胞増殖には，イーグルMEM(以下EMEM)加

10%FBS培地，細胞維持にはEMEM加5μg/ml

trypsin， 100μg/mlカナマイシン， 100μg/mlゲン

タマイシン培地を用いた。

(4) ウイルスは， A/Yamagata/120/86 (H1NI)ワク

チン株を用いた。

1 青森県健康福祉部保健衛生課

2 弘前大学教育学部食物学研究室

(5) 農水産物は，フードカッターにより細かくし滅

菌ガーゼで抽出液を搾り出して， 10，000回転， 30分

間遠心処理した後の上清を抽出原液とした。

(6) 細胞毒性試験で毒性の強いものについては，各抽

出原液を細胞への影響の少ない濃度に(-)PBSで希

釈し用いた。

(7) スクリーニングは，図 lに示したように抽出液と

ウイルス液を等量混合し， 35
0

Cインキュベーター

で60分間反応させ，その混合液を細胞に60分間吸

着後，混合液が入った状態に維持培地を添加し，

5%C02インキュベーターで培養を行い，顕微鏡に

より細胞変性効果 (CytopathicEffect : CPE) を

観察した。

農水産物抽出液0.5ml，ウイルス液0.5mlを混和

↓ 35
0

C， 60分ふ卵器で静置

混合液(抽出液+ウイルス)O.lmlをMDCK細胞に吸着

↓ 35t， 60分C02インキュベーターで静置

維持培地を1ml添加

↓ 35t， C02インキュベーターで静置培養

CPE観察

図 1 スクリーニング方法

(8) ウイルス遺伝子検出実験では，スクリーニング法

とほぼ同様であるが，農水産物抽出液とウイルス混

合液を感染吸着後排除のため， EMEMで5回洗浄

し，洗浄液を回収してウイルス遺伝子検出を行った。

ウイルス遺{云子のRNA抽出にはISOGEN-LSkit 

(NIPPON GENE)を用い， RT-PCR法5) により遺



伝子の検出を行った。

(9) 抗ウイルス活'性の熱安定性は，ながいもの抽出原

液を(ー )PBSで10倍希釈し，各々 50
0

C，70
o

C， 

100
0

Cで5分間加熱処理し，成分への影響を確認し

た。

(1功 ながいも抽出液の分画は，図 2に示したように，

ながいもの可食部を摺りおろして10，000回転， 30分

間遠心して得た上清を抽出原液としてタンパク濃度

と糖濃度を分光光度計による280nmの吸収波長お

よびフェノール硫酸法にて測定した。

分画には，抽出原液120mlをSephadexDEAEA-

25カラムクロマトグラフィー(ゆ5x 22cm)によ

り20mMNaAcetate緩衝液 (pH5.5)で溶出し，吸

着分画は0.2M，0.5M， 1.0MNaClの段階的溶出によ

り10mlずつ分取し，ピークごとに集め，それらを

限外櫨過 (amiconYM1 分子サイズ1，000)により

外液と内液に分けた。

青森県産ナガイモ
総重量 260.053g
可食部 220.587g 
摺りおろして
遠心分離(10，000叩m、30min)
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図2 ながいも抽出液の分画法

ω ながいも抽出液の分画に用いた緩衝液のウイルス
と培養細胞への影響は，細胞の形態変化を観察する

ことにより確認した。

位) 限外i慮過外液と内液の抗ウイルス活性について

は，スクリーニング法に準じて調べた。

3.結 果

(1) 農水産物抽出液の培養細胞に対する影響について

検討した結果，ニンニク以外の11品目については

1O ~100倍希釈濃度で，ニンニクについては細胞毒

性が強く， 2，000倍希釈濃度で使用した。

スクリーニングによる抗ウイルス活性は，表1に

示すように，ながいもとニンニクの2品目で認めら

れたが，他の10品目では活性が認められなかった。

表 1 農水産物抽出液の抗ウイルス活性

品名 抗ウイルス活性

りんご(つがる) 鉦

りんご(玉林) 盤

りんご(ふじ) 無

ながいも 有

ニンニク 有

大根 金正

人参 金正

ゴボウ 無

アピオス 無

ツルアラメ 無

アオワカメ 無

スジメ 金正

(2) 図3には，ながいも抽出液とウイルスを反応させ，

感染後 3日目の培養中のCPEを示した。抽出液

とウイルス反応系(c)は，ウイルス対照(D)と比較し，

CPEが見られず，細胞対照(A)と同様な形態が認め

られ，ながいも抽出液によりウイルス感染・増殖が

抑制されていることが観察された。ウイルス対照(D)

では， 3日目に細胞培養面積全体の 4分の 3以上に

A:細胞対照 B:ながいも+細胞

C:ながいも+ウイルス (CPE抑制) D:ウイルス対照

図 3 ながいも抽出液の抗ウイルス活性 (CPE抑制)

2 



CPEが観察された。

一方，ながいも抽出液で処理したウイルスの感染

細胞培養時のRT-PCR法によるウイルス遺伝子検

出を図4に示した。顕微鏡による観察では，図 3の

CのようにCPEは確認されなかったが，培養細胞か

らのウイルス遺伝子検出の結果，レーン4では強い

(図 3ではDに相当)，レーン 3では弱い(図 3では

Cに相当)DNA断片が確認された。また，感染吸

着後，回収した洗浄液からのウイルス遺伝子検出は，

3回目の洗浄液まで検出されたが 4回 5回日の

洗浄液からは検出されなかった。

(3) ながいも抽出液とウイルスとの反応後の状態を電

子顕微鏡により観察した。 1万倍では，ながいもの

固形成分の大小が見られ 4万倍の拡大観察では，

ながいも成分がウイルスを包み込むような形で結合

している像が認められた(図 5)。

倍率 1万倍

431bp→ 

M:サイズマーカー 細胞 2 :感染前のウイルス

3 :ながいも(+)ウイルス(+)(培養3日日)

4 ながいも(一)ウイルス(+) 5:試薬対照

図 4 RT-PCR法によるウイルス遺伝子検出

倍率4万倍

※口で囲んだものがながいも成分，矢印がインフル工ンザウイルス

図5 ながいも抽出液とウイルスとの反応後の電子顕微鏡像

(4) ながいも抽出液の熱安定性は，図6に示したよう

に， 50
o
C， 70
o
C， lOOoCの加熱処理により検討した

が，処理温度を高くするとともに白濁が強く認めら

れた。また， 50
0

C及び70
0

Cの加熱処理では抗ウイ

ルス活性が認められたが， lOOoCでは完全に失活し

ていた(表2)0 

3 

表2 ながいも抽出液の加熱処理後の抗ウイルス活性

口口口 名 抗ウイルス活性

ながいも(50
0

C) 有

ながいも(70
0

C) 有

ながいも(IOOOC) 無



図6 ながいも抽出液の加熱処理による変化

(5) ながいも抽出原液140ml中の総タンパク量

(280nm吸収波長)と全糖量(フェノール硫酸法)

は，表3のとおりであった。

表3 抽出原液のタンパク及び糖の収量

総タンパク量(mg)※|全糖量(mg)

2201.67 3110.8 

(6) ながいも抽出液の分画は， SephadexDEAE A-

25カラムクロマトグラフィー(ゆ 5x 22cm)によ

り行った O 溶出は， 20mMNa Acetate緩衝液

(pH5.5)で行い， 0.2M， 0.5M， 1.0MNaClの段階的

濃度溶出により図 7に示すFractionを得た。吸収波

長から， Fraction 1 (以下， Fr.l)は糖， Fr.2 ~ 

8はタンパクである。

Dioscorea betatas DEAE A-25 
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図7 ながいも抽出液のFraction

(7) 溶出液であるNaAcetate経衝液と0.2M，0.5M， 

1.0M NaCl in Na Acetate緩衝液の培養細胞及び、ウ

イルスへの影響は，塩濃度が高い1.0MNaClにおい

て細胞毒性が認められただけで，ウイルスに対する

影響は認められなかった(表4，表5)0 

表 4 分画成分に含まれる溶出液の細胞への影響

溶 出 液 細胞毒性

Na Acetate + EMEM 無

0.2M NaCl in Na Acetate + EMEM 無

0.5M NaCl in Na Acetate + EMEM 主任

1.0M NaCl in Na Acetate + EMEM 有

1容 出 液 細胞毒性

0.2M NaCl + EMEM 無

0.5M NaCl + EMEM 無

1.0M NaCl + EMEM 有

表5 分画成分に含まれる溶出液のウイルスへの影響

1、F合モ. 出 液 抗ウイルス活性

Na Acetate + virus 無

0.2M NaCl in Na Acetate + virus 鉦

0.5M NaCl in Na Acetate + virus 無

1.0M NaCl in Na Acetate + virus 判定不能

1容 出 液 抗ウイルス活性

0.2M N aCl + virus 金正

0.5M NaCl + virus 無

1.0M NaCl + virus 判定不能

(8) 得られた 8Fractionのうち 7Fractionをさらに

i容出液を用いて限外漉過を行った。表6には，限外

i慮過への各Frの使用量，タンパク量及び糖量を示

した。

表 6 各Fractionの限外漉過への使用量

Fr. 液量 (ml) 総タンパク量(mg)※ 全糖量 (mg)

350 24.03 899.5 

2 100 36.80 14.3 

3 100 68.68 6.83 

4 100 76.17 5.11 

5 100 72.01 3.67 

6 100 62.90 3.23 

7 100 76.66 2.88 

8 

(9) 限外漉過は，各Fractionを分子量1，000に基準を

おき，外液(分子量1，000以下)および内液(分子

量1，000以上)に分け，抗ウイルス活性を検討した

※， OD280=O.7mgとしたO

← 4 



結果， Fr. 1 --7のすべての外液では活性が認めら

れなかった。一方，内液では， Fr. 1， 2， 3， 6 

で抗ウイルス活性が認められたが， Fr.4， 5， 7 

では使用濃度によると思われる細胞毒性が見られ，

判定不能であった(表 7)0 

図8には，表7にも示したように内液のFr.l--

7の抗ウイルス活性および、細胞毒性について光学顕

微鏡により倍率200倍での培養細胞正常形態および

ウイルス感染増殖によるCPE像を示した。

表7 分画成分の限外海過内液と外液の抗ウイルス活性

分画成分(使用濃度) 抗ウイルス活性 分画成分(使用濃度) 抗ウイルス活性

Fr.l 外液 (10倍希釈) 金正 Fr.l 内液(原液) 有

Fr.2 外液(原液) 鉦 Fr.2 内液(原液) 有

Fr.3 外液(原液) 無 Fr.3 内液(原液) 有

Fr.4 外液(5倍希釈) 無 Fr.4 内液(原液) 判定不能

Fr.5 外液(5倍希釈) 無 Fr.5 内液(原液) 判定不能

Fr.6 外液(原液) 無 Fr.6 内液(原液) 有

Fr.7 外液(原液) 無 Fr.7 内液(原液) 判定不能

A:細胞対照 B:ウイルス対照 C : Fr. 1 D: Fr. 2 E: Fr. 3 

F : Fr.4 (細胞毒性) G: Fr.5 (細胞毒性) H: Fr. 6 1: Fr. 7 (細胞毒性)

図8 ながいも分画成分(内液)の抗ウイルス活性
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4.考察

県産農水産物12品目について， A/H 1 N 1型イン

フルエンザウイルスを用いて，抗ウイルス活性の有無

をスクリーニングしたところ，なカミいもとニンニクに

おいて活性が確認された。しかし，活性が認められな

かった10品目については，実験方法や他のウイルス

(HIV，ヘルペスウイルス，エンテロウイルス等)に

対する作用は不明であり，今後，さらに多くのウイル

スに対する植物性機能成分の研究が必要と思われる O

ながいも抽出液とウイルスとの反応後の電子顕微鏡

による観察及びウイルス遺伝子検出の結果から，なが

いも成分はウイルスを包み込むように結合し，また，

感染細胞からのウイルス遺伝子検出においても，なが

いも成分の反応後の細胞内にはウイルスの存在がほと

んどない状態であり，感染が成立する培養細胞への結

合が抑止されているものと推測される。

ながいも抽出液は， 100
0

Cの加熱処理で白濁する変

化が生じ，化学的に糖成分においては，熱安定性が考

えられ，抗ウイルス活性が失活したことから，ながい

も抽出液の有効成分はタンパク質であると推測され

た。

陰イオン交換カラムによる分画では，糖分画及びタ

ンパク質分画ともに限外語、過操作で分子量1，000以上

の内液に抗ウイルス活性が認められた。 Fr.1におい

ては糖成分が多く含まれ，抗ウイルス活性が認められ

ているが，図 7示したように底辺に少量ながらタンパ

ク質が混入していること，抽出液の加熱処理で抗ウイ

ルス活性が失活することから，ながいもの抗ウイルス

活性の本体はタンパク性のものであることが示唆され

る。

今後，分子量1，000以上のタンパク質に焦点を絞り，

ゲル漉過などにより抗ウイルス活性成分の特定を進め

るとともに，成分の作用が本ウイルス特異的なものな

のか，また，ながいもの機能成分の有用性について，

加工においては，加熱処理には注意が必要であること

などを含めて検討が必要である O

5.まとめ

県産農水産物の抗ウイルス活性のスクリーニングで

は，ながいもとニンニクで活性が認められたが，他の

10品目では活性が認められなかった。ながいも抽出

液とウイルスとの反応後の電子顕微鏡観察では，なが

6 

いも成分がウイルスを包み込むような形で結合してい

る像が見られ，培養細胞への感染を抑止しているもの

と推測された。

また，ながいも抽出液の50
0

C及び70
0

Cの加熱処理

では活性は残っていたが， 100
0

Cでは完全に失活して

いた。

さらに，ながいも中の有効成分の検索のため，なが

いも抽出液を陰イオン交換カラムで分離した各Fract-

ionの~外漉過液 (Fr.1 ~ 7外液・内液)の抗ウイル

ス活性を検討したところ，外液では活性が認められな

かったが，分子量1，000以上の内液に活性が確認され

た。

本研究は， I知」の結集プロジェクト研究推進事業

の一環で実施した。
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Abstract 

A Study of Anti-Inf1uenza Activity in the Components of Agricultural 

and九larineProducts 

Kazuhiko Ogasawara， Toshiyuki Mikami， Kazuko Ishikawa， Koichi Abe， 

Ichiro Hatayama， Rika Tsutsui and Y oji Kato 

Screenings of anti-influenza activity (below， antiviral activity) were carried out on twelve agricultural and marine products to 

evaluate the presence of active components. It was confirmed that of the products screened， Chinese yam and garlic had antiviral 

activity. Since many reports on garlic already exist，1) this study focuses on the identification of the component in Chinese yam， by 

examining the thermal stability of the active component in the extract， and fractionating the extract. The results show that its antiviral 

activity was lost after five minutes of heating at 100 oC， but that no effect on antiviral activity was observed after heating at 50
0

C and 

70
0

C. 

In the process of fractionation， the extract was divided into Fractions 1 to 8， based on the recovery of eluates， and Fractions 1 to 7 

were further divided into intemal solutions and extemal solutions by ultrafiltration. Antiviral activities were observed in the intemal 

solutions of Fractions 1，2，3 and 6， but determination was difficult in Fractions 4，5， and 7. No antiviral activity was found in any of 

the extemal solutions of Fractions 1 to 7. 

Key words: Dioscorea batatas， influenzavirus， Cytopathic Effect (CPE) ， RT -PCR 
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青森県環境保健センター研究報告 15， 8 -11， 2004 

陸奥湾における新たな下痢性貝毒モニタリング手法の開発(第 1報)

神 毅統 三津谷正1 鈴木敏之2

青森県における陸奥湾産養殖ホタテガイの下痢性貝毒モニタリング調査は，ホタテガイ中腸線を用いたマウスパイオアッセイ

法(公定法)による毒力検査と共に，採水プランクトン調査手法による有毒渦鞭毛藻の発生状況調査も行ってきた。しかし，地

点や季節によって変動するプランクトン自体の毒性の変化などにより，その発生状況とホタテガイの毒化に明確な経時的相聞が

認められず，ホタテガイ毒化の始期や終期の予測を行うことが困難であった。そこで，従来の採水プランクトン調査手法に変え

てネットプランクトン調査手法を採用し，ネット懸濁物中におけるプランクトン種の同定及び、計数を行った。併せてネット調査

懸濁物とホタテガイ中腸線をLC/MSを用いて毒性分析を行い両者の関係を把握した。それらの結果から，新たな貝毒モニタリン
グ方法の開発，さらには，実用的で的確な毒化予察手法の確立にむけての若干の知見を得たので報告する O

Key words : scallop， toxic dinofragellate， monitoring of plankton net， 

DSP (Diarrhetic Shel1fish Poison)， LC / MS 

1 .はじめに

陸奥湾産ホタテガイにおける下痢性貝毒(以下

DSPとする)モニタリングは，毒化機構の解明や毒

化予察を目的として， 1978年からマウスパイオアッ

セイ(以下公定法1)とする)による毒力調査と同時

に，海水中の有毒渦鞭毛藻プランクトン発生状況調査

2) -6) も行ってきた。しかし，プランクトン毒性が採

取時期や地点、により変動する等により，プランクトン

出現量とホタテガイ毒力には明確な経時的相関が得ら

れず，毒化の始期や終期の予測が困難であった。

このため，水深 5m層毎に海水を採取し，プラン

クトン種の同定及び、計数を行っていた従来の採水プラ

ンクトン調査手法に代えて，プランクトンネット(目

合い20μm)を海底直上から海面まで鉛直方向に曳く，

ネットプランクトン調査手法(以下ネット調査とする)

を用いることとし，ネットに残留した懸濁物(ホタテ

ガイの餌)と養殖ホタテガイ中腸線の毒性を，液体ク

ロマトグラフィー/質量分析装置 (LC/MS)により

分析して両者の関係を解明し，その結果から新たなモ

ニタリング手法並びに実用的な毒化予察手法を見出す

こととした。

青森県水産総合研究センター増養殖研究所

2 独立行政法人水産総合研究センター東北区水産研
究所

2.方 法

1.調査地点

青森県陸奥湾野辺地(図 1) 

図1 野辺地地点

2.試 手ヰ

④ネットプランクトン調査由来懸濁物

(20μm以上)

②養殖ホタテガイ中腸線

3.調査期間

2003年4月~同年12月計30回

4.懸濁物とホタテガイの毒性分析

図2に示すフローのとおり，両検体について試験溶

液を調製し， DSP 8成分[オカダ酸群 (OA，DTX 1， 

DTX 3)，ベクテノトキシン群 (PTX1， PTX 2 ， 

PTX 6)，イェッソトキシン群 (YTX，450H -YTX) ] 

を，LC/MSを用いて以下条件により一斉分析した口

-8-



(φ2.lmm x 50mm) カラム:BDS Hypersil C 8 

1.ネット調査懸濁物中の毒性とプランクトン密度

ネット調査懸濁物のDSP毒性としては， DTXl， 

PTX2， YTXの3成分が検出され， DSP原因種とし

ては，D.fortii， D.acuminata， D.mitraの3種が濃密

に出現した。なかでもDTX1， PTX 2とD.fortiiの変

動が極めてよく一致し，両者とも高い相関を示した

(r = 0.96)。これらの結果を図 3 (上図，下図)に示

す。今調査期間中においてはD.fortiiがDTX1， PTX 

2を含有し，ネット調査懸濁物毒性のほとんどが

D.fortiiに由来したものと推測される。また， YTXは

調査初期に検出されたが，これによく対応した原因種

は，今期調査では特定されていない。また，

に対応する毒成分も特定されなかった。

果結

2mM 

95%アセトニトリル/50mMギ酸，

n
 
m
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i
 

また，ホタテガイについては，公定法(マウスアッ

セイ法)についても分析を行った。
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②ホタテガイの毒性分析

中腸線ホモジナイズ 1 g 

ト 9mL 90%メタノール

抽出 ホモジナイズor超音波処理20min

遠心 3000rpm 5 min 

上清

LC/MS測定

懸濁物，ホタテガイの試料調整フロー

5. ネット調査懸濁物のプランクトン調査

表 lに示す有毒渦鞭毛藻プランクトン， 19種につ

図2

懸濁物中の毒成分(上図)とDSP

原因プランクトン(下図)の推移

図3

いて同定-計数を行った。

ホタテガイの分析結果

ホタテガイ中腸線で検出されたDSP毒成分はDTX

2. 

調査対象プランクトン

PTX 1， PTX 2， PTX 6， YTX， 

450H-YTXの7成分であり， OAは検出されなかっ

た。その含量組成の経時変化を図4に示す。

DTX 3， 

DInophysIs fortII 

DInophysIs mItra 

DInophysIs InfundIbuJa 

DInophysIs rudgeI 

DInophysIs trIpos 

Prorocentrum mIcans 

AJexandrIum tamarense 

GymnodnIum catenatum 

CeratIum fusus 

DInophysIs acumInata 

DInophysIs caudata 

DInophysIs rotundata 

DInophysIs norvegIca 

DInophysIs JentIcuJa 

AJexandrIum cateneJJa 

ProtoperIdInIum conIcum 

ProtoperIdInIum depressum 

表1

ホタテガYTXは期間を通じて高濃度に検出され，
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特殊プランクトン調査報告書

4) 青森県(1989--1995) 昭和63--平成6年度赤

潮防止対策事業報告書

青森県水産増殖センター(1997--2001) 

7--11年度貝毒成分・有害プランクトン等モニタ

:平成5 ) 

リング事業

青森県水産増殖センター (2002--2003) 

12--13年度漁場環境保全推進事業貝毒発生監視調

ちなみに， DTX 3， PTX 1， PTX 6はネット調査

懸濁物中では検出されなかったことから，貝体内にお

いて変換ないしは代謝されたものと推測される 7-8)。

なお，公定法では30回のうち 2回のみ陽性となっ

ており，両者の毒性はほとんど一致しなかった。これ

は，公定法によるYTXの過小評価が要因と考えられ

イ毒性の主成分となっている O

:平成

るO

査

7) Suzuki T， et al.: Direct evidence of transforma-

tion of dinophysistoxin-1 to 7・0・acyl-dinophysis-

toxin-1 (dinophysistoxin-3) in the scallop 

Patinopecten yessoensis. Toxicon， 37， 187-198， 

1999. 

8) Suzuki T， et al.: Determination of pectenotoxin-2 
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oxidation of pectenotoxin-2 to pectenotoxin-6 in ホタテガイ毒成分の推移図4

scallops. ]. Chromatogr. A， 815， 155・160，1998. 
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3. ネット調査懸濁物とホタテガイの毒性比較

ネット調査懸濁物とホタテガイ両者の毒性 (YTX

除去後のマウス毒力換算値)には同時的な対応関係が

認められなかったが，懸濁物の毒化からホタテガイの

毒化までの期間を3週間と想定すると，比較的よい相

関が見られた (r= 0.65)。同様な結果はホタテガイの

マウス試験毒性においても認められた。結果を図5に

示す。
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ネットプランクトン調査手法によって得られた懸濁

物を詳細に分析することにより，ホタテガイの毒化時

期，さらには公定法におけるマウス毒性検出時期の予

察可能性が示唆されるD

1.2 

懸濁物とホタテガイのYTX除外マウス毒力値，

及び，ホタテガイの公定法毒力値(上図)，前2

者の相関(下図)

懸濁物YTX除外毒性(MU/net)

図5

1 ) 厚生省環境衛生局乳肉衛生課:下痢性貝毒検査

法，昭和56年5月

2 ) 青森県(1981--1985) 昭和55--59年度赤潮・

特殊プランクトン予察調査報告書

3 ) 青森県(1986--1988) 昭和60--62年度赤潮・

献文
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Abstract 

Initial Report: Development of a New Method for Monitoring 

Diarrhetic Shellfish Poison of Scallops in九1:utsuBay 

Taketo Jin， Tadashi Mitsuya and Toshiyuki Suzuki 

In an investigation to monitor diarrhetic shellfish Poison in farm-raised scallops in Mutsu Bay， Aomori Prefecture， the mouse 

bioassay method using the midgut gland of the scallops， which is the official method of toxicity testing， was used， and the occurrence 

of toxic dinoflagellates was investigated using the plankton collection method by water sampling. However， the chronological 

correlation between the occurrence of dinoflagellates and toxification of the scallop was not clear， due to the fluctuating toxicity levels 

in the plankton themselves depending on the location and season， which made it difficult to predict the start time and end time of the 

toxification of the scallops. Accordingly， the net plankton investigation method was used instead of collection by water sampling， and 

the plankton species in the suspended materials in the plankton net were identified and calculated. A toxicity analysis of the materials 

suspended in the plankton net and the midgut gland of the scallops was also performed using LC/MS， and the relationship between the 

two was identified. The results reported here provided knowledge useful in developing a new method of monitoring shellfish toxin and 

predicting toxification in a practical and accurate way. 

Key words: scallop， toxic dinofragellate， monitoring of plankton net， 

OSP (Oiarrhetic Shellfish Poison) ， LC / MS 
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対EU輸出ホタテガイ生産海域モニタリング
検査における試験所認定制度の導入

古川章子

工藤志保

三浦啓徳

沢田 譲

村上淳子

神 毅統

山本明美

吹越恵里子I

陸奥湾産ホタテガイの禁輸解除に向け平成13年に行われたEU査察において，当所では，検査の精度及び信頼性確保のために
試験所認定の取得を指摘された。このため，平成14年10月に，対EU輸出ホタテガイモニタリング検査の貝毒検査等を対象とし

て， (財)日本適合性認定協会に試験所認定を申請し，その評価基準であるISO/IEC17025の要求事項を満たすために必要な種々の
業務(測定の不確かさの推定，測定のトレ}サピリティの確保等)を実施した。その結果，平成15年1月の審査を経て同年3月
に，食品検査に関し行政機関としては全国で初めて試験所認定を取得した。この取得により，適正で信頼性の高い，国際的な評

価に耐え得る試験結果を提供できるようになった。

Key words : accreditation， ISO/IECI7025， traceability， uncertainty 

1 .はじめに

我が国のホタテガイは，麻庫性貝毒が検出されたこ

とを理由に，平成 2年から欧州連合 (EU) により輸

入禁止措置をとられていたが，平成6年4月には解禁

となり，それに伴い，厚生省では「対EU輸出ホタテ

ガイ等の取扱い要領Jllを策定した。これを受けて当

所では，平成 6年度から陸奥湾産ホタテガイのモニタ

リング検査を開始した。

しかし平成 7年3月末に行われたEU査察の結果，

衛生管理対策の不備を理由に再び禁輸措置がとられ

た。このため，国(厚生労働省及び水産庁)は，関係

自治体等を指導し，加工施設及び生産海域等について

EUの定める衛生要件に適合するよう実施要領2-3) 

及び管理体制4) を整備するとともに， EU側に対し

再評価を要請した。

平成13年 9月，我が国ホタテガイの対EU輸出解

禁のため， EU側査察官による本県への現地査察等が

実施された結果，加工施設及び管理体制がEUの定め

る要件を満たしているとして輸入再開が認められた。

本県では， EUによる査察が上記の2回を含めこれ

までに 3回実施されたが，対EU輸出ホタテガイ生産

海域モニタリング検査(以下「ホタテガイモニタリン

グjとする)を担当する試験検査機関として，当所も

その都度，査察対象となった。

平成7年(2回目)の査察では， GLPを導入すべ

きとの指摘を受け，以後全国に先駆けてGLPの整備

原子力センター
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を進めてきた。平成13年(3回目)の査察では，そ

のGLP検査体制も一定の評価を受け，禁輸解除の実

現につながったと考えられるが，その際， ISO/IECI7 

025に基づく試験所認定5-6)の取得を指摘された。こ

のため，認定取得に向け所全体で取り組んできた結果，

平成15年 3月に，食品検査に関し行政機関としては

全国で初めて試験所認定を取得したことから，その概

要について報告する O

2.試験所認定取得までの経緯

試験所認定取得の一般的手順を図 1に示す。当所で

は，平成13年10月に， (財)日本適合性認定協会(以下

]ABとする)と協議して認定範囲を貝毒(3項目)

及び微生物(2項目)検査とし，以後「品質管理要綱」

をはじめ，必要な文書の作成・整備に着手した。

平成14年10月初めには認定範囲に新たにプランク

トン調査(増養殖研究所で実施)及びサンプリング業

務(健康福祉部，農林水産部の関係機関で実施)も含

めるということで管理システムの見直しを行い，同年

10月7日に]ABに対し試験所認定の申請を行った。

その結果，同年10月24日に予備審査，平成15年 1

月 23~24 日には本審査が行われ，不確かさの推定等

技術的要求事項に関して指摘を受けた。このため，平

成15年2月から 3月にかけて 3回是正処置を行った

結果 3月26日付けで試験所認定を取得した。認定

取得までの経緯については，表1に示す。



認定後1年目

認定後2年目

認定後3年目

認定後4年目

不備

技術サーベーランス

書類審査

書類審査

認定の更新

図1 試験所認定のフロー

3.試験所認定取得の具体的取り組み

3. 1 試験所認定制度

試験所認定制度とは，認定機関が所定の基準7)

(ISO/1EC17025)に基づき試験所の審査を行い，試験

所が特定の試験を行う能力を有していることを認定す

る制度である。

試験所認定の要求事項は図2に示すように，管理シ

ステム要求事項と技術的要求事項の 2つに大きく分け

られるが，全体としては，品質システムが確立され，

技術的能力が保持されていることが要求される O

3.2 品質方針

ホタテガイモニタリングについて，検査結果の品質

を保証することにより，生産海域から採補されるホタ

テガイの安全及び衛生の確保を図ることを目的に，品

質方針として次の4点を掲げ，環境保健センター内4

カ所及び増養殖研究所 1カ所に掲示した。

(1) I試験機関」は，常に良好な専門的業務を実行し，

依頼者に高い品質のサービスを提供する。

(2) I試験機関」は，その品質システムをSO/1EC17025

及び関連の適用基準に適合させるため，これらの規

格及び基準を道守し，常に信頼性の高い検査活動を

1T つ

(3) I業務範囲」のすべての検査活動について，品質，

納期，コストを適切に考慮し，要求事項に適合した

サービスを常時提供することを目標とする O

(4) 検査活動に関わるすべての職員は，品質管理要綱

の内容並びに関連する要領及び標準作業書等に精通

し，常に品質方針及び、手順に従って良好な検査活動

を行い，検査の品質確保に努めなければならない。

3.3 業務範囲

ホタテガイモニタリングとしては，環境汚染物質

(PCB.有機塩素系農薬等の有機ハロゲン化合物，水

銀・ヒ素等の重金属類)，貝毒，微生物及びプランク

トンの検査を実施してきたが，この中から， EUにお

いて重要視されている貝毒検査(下痢性，麻樟性，記

憶喪失性貝毒)をはじめ，微生物検査(サルモネラ属

菌，糞便性大腸菌群)，毒素産生性プランクトン検査

(麻埠性，下痢性貝毒原因プランクトン)及びサンプ

リング(貝毒，微生物，プランクトン検査用)を認定

取得の対象とした。

3.4 管理システムの要求事項

(1 )組織

ホタテガイモニタリングの業務範囲に係る業務管理

組織図を図 3に示す。

ホタテガイモニタリングはこれまでGLP検査体制

により実施してきたが，この職位の名前を1SO用に変

えるとともに，上級経営管理者を新たに配置しこの

管理者には，青森県貝類衛生対策委員長8)であり，

ホタテガイモニタリング業務の主管課長でもある保健

衛生課長を配属した。

また， GLPの組織にはなかった業務管理運営委員

会(当所の所長，次長，総括研究管理監，総務室長，

増養殖研究所の研究調整監，信頼性確保部門責任者，

検査部門責任者で構成)を新たに立ち上げ，管理主体

として責任及び権限を持たせることとした。

さらに，サンプリングも重視されることから，従来

の理化学，微生物，有毒藻類，検査受付，実験動物管

理の各区分のほかに検体採取・搬送区分を新たに設け

た。また，成績書の発行を承認する承認署名者は，平

成15年度までは検査部門責任者が兼務していたが，

16年度からは理化学，微生物，有毒藻類の各検査区

分責任者が検査区分毎に担当することとし，その承認

のため， ]ABによる面談も実施された。
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(2) 品質システム

表1 試験所認定取得までの経緯

取 組 み 概 要

. EU査察時に試験所認定取得について指摘を受ける

・日本適合性認定協会(JAB)において1SO/1EC17025取得についての協議

.認定範囲の決定

・品質管理要綱，要領，標準作業書 (SOp)等の整備(新規，改正)

-年間計画の作成(教育訓練，精度管理，機器のキャリプレーション，各区分の行動計画，

年間行動計画のまとめ)

-管理システムの構築

-測定の不確かさの算出(記憶喪失性及び麻埠性貝毒)

・第 1回業務管理運営委員会(年間行動計画の承認等)

・天秤校正の研修(千葉県薬剤師会衛生検査センター)

-試験所間比較試験(下痢性，麻埠性，記憶喪失性貝毒国立医薬品食品衛生研究所(貝

毒のレファレンスラボ)

-試験所間比較・技能試験(麻癖性貝毒) : JAB 

-管理システムの見直し(プランクトン検査，サンプリング業務も認定範囲に含める)

・試験所認定申請(JAB)

'JABの予備審査(環境保健センターの現場確認，事務所審査，増養殖研究所の現場確認，

まとめ)

・ガラス体積計の校正の研修(千葉県薬剤師会衛生検査センター)

・上級経営管理者(保健衛生課長)のマネージメントレビュー

-天秤及びガラス体積計の校正

-本審査(管理システム，サンプリング，実技試験，不確かさの推定， トレーサビリティー

等の確認)

-指摘事項の是正処置(1) (実技試験，不確かさの推定， トレーサビリティー等)

・指摘事項の是正処置(2) (実技試験，不確かさの推定， トレーサビリティー等)

・指摘事項の是正処置(3) (実技試験，不確かさの推定， トレーサビリティー等)

. 1S017025に係る試験所認定取得

品質システムを維持するために，図4に示すように，

「品質管理要綱jを基本とし，要領及び標準作業書

(以下SOPとする)による文書化を行った。認定取得

に向け新規に作成したSOP等は測定の不確かさ見積

もりや天秤校正等20文書，改正したSOP等は文書管

理要領や検査室管理要領等 9文書であり，それ以外の

GLP用既成SOPについては1SO用の様式に統ーした。

なお，認定取得後も随時，必要に応じてSOP等の新

規作成や改正を行っている O

理運営委員会が管理主体として執行責任を持ち，品質

システムの見直し等を行うこととしている O

なお，内部点検はGLP体制と違い，管理システム

と技術の点検員を分ける必要があり，技術点検貝とし

ては，検査員以外から理化学，微生物それぞれの分析

に精通した者を指名した口また，検体採取・搬送は，

12 ---3月までの検査期間中，各定点ごとに 1回，サ

ンプリング時に点検員が同船して，ホタテガイ採捕時

の点検を実施することとしている O

(4) マネジメントレビュー(経営者による見直し)

(3) 内部点検

内部点検は，品質システムの実施・遵守に責任を持

つ信頼性確保部門責任者が，管理システム(環境保健

センター，増養殖研究所)，技術(貝毒，微生物，プ

ランクトン検査)，検体採取・搬送(陸奥湾内の 5採

取定点)の各業務管理について合計年10回以上実施

している。

内部点検の結果，改善等が必要な場合には，業務管

経営者の立場からのシステム有効性の確認や改善の

導入のために，上級経営管理者は毎年度5月に，信頼

性確保部門責任者が報告する前年度の実施結果につい

て，マネジメントレビューを行い，これによって不適

合と判定された場合には，信頼性確保部門責任者がマ

ニュアルに従い処置を行うこととした。なお，平成

14年度は12月末にマネジメントレビューを行った。
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ISO/IEC17025 

管理システム要求事項

| 組織 11ヂシステ11文書叶

依頼、見積
仕様書及
び契約の
内容の確
認

サービス及
び供給品
の購買

依頼者へ
のサービス

|一|

マネージメント・レビュー

E 

技術的要求事項

| 一般 11 要員 | 
検査の方
法及び方
法の妥当
性確認(検
査の不確
かさの推
定)

器機査検
等

測定のト
レーサビリ
テイ

図2 ISO/IEC 17025の要求事項

3.5 技術的要求事項

技術的要求事項は全部で10項目あるが，この中で

は，方法の妥当性確認(検査の不確かさの推定)，測

定のトレーサビリティが重要な事項となっている O 以

下においては貝毒検査を対象に記載した。

(1) 検査方法の妥当性

ア検査方法

貝毒の検査方法としてはEUが認める次の方法を用

いた。

(ア)下痢性貝毒(以下DSPとする)

2002/225/EC ANNEX Detection method， Biologic-

al method9) (安元バイオアッセイ法10)及び公定法

(イ)麻睡性貝毒(以下PSPとする)

AOAC Official method， 959.0812) 

(ウ)記憶喪失性貝毒(以下ASPとする)

Hatfield法の変法 (NaturalToxins(1994)) 13) 

イ 妥当性の確認5.14)

ASPに関しては，ホタテガイへの標準品添加回収

試験，カナダNRC(National Referance Council)の

認証標準物質による試験をもとに妥当性の確認を行っ

た。 DSP及びPSPについては認証標準物質が販売さ

れておらず，標準品入手も容易でないことから，貝毒

検査のレファレンスラボである国立医薬品食品衛生研

究所や]ABが実施する試験所間比較試験に参加する

ことにより妥当d性の確認を行った。さらに，これら貝

毒については，後述する測定の不確かさの評価によっ

ても方法の妥当性の確認を行った。検査項目ごとの方

法の妥当性確認手法については，表2に示す。

(2) トレーサビリテイの確保

トレーサビリティ 5.15 -17)は，試験所の分析結果，

天秤等の標準器，または標準物質の値が，どの位の精

度(不確かさ)で国際あるいは国家標準とのつながり

を持っているかということを明確にする体系である。

貝毒検査における測定値のトレーサビリティ大系を図

5に示す。このトレーサビリティを証明するために次
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業務管理運営委員会

環境保健センタ一

所長

次長

総務室長

総括研究管理監

増養殖研究所

研究調製監

信頼性確保部門責任者

検査部門責任者

信頼性確保部門
担当者

(管壇要頁了
(内部監査員)

理化学検査
区分責任者

微生物検査
区分責任者

※有毒藻類検査
区分責任者

(監督者)

(技術要員)

(承認署名者)

検査員

検査員

検査員

検査部門
責任者

(技術管理者)

| 総務室 | 
(支援組織)

検査受付
区分責任者

実験動物管理
区分責任者

検体採取・搬送
区分責任者

担当者

担当者

担当者

) : ISO用の職位

※増養殖研究所で実施

図3 ホタテガイモニタリング業務管理組織図

の業務を行った。

ア ガラス体積計

検査に必要なホールピペット，メスフラスコ(校正

証明書付)を新たに購入し，校正員が校正のSOPに

従って校正を行い，その評価値が許容誤差(公差)内

であれば使用を認めることとした。この場合，不確か

さとしては公差を使用した。なお，ガラス体積計は

]IS規格品を入手し，ホールピペットはロット毎にパ

ッチで，メスフラスコは個別に管理することとした。

校正はモニタリング検査実施前に毎年 1回実施するこ

ととしている O

イ天秤

平成14年度には，天秤の校正機関として認定を取

得している機関が国内にはなかったことから，図5に

示した校正に必要な参照分銅(JCSS校正証明書付)

( 1 mg--2 Kgの10種類)を購入し，校正のSOPに従

って当所で校正を行い不確かさを求めた。なお， 15 

年度からは天秤メーカーが校正機関の認定を取得した

ことから，天秤についてはメーカーの校正結果を用い

ており，校正は日常点検に使用するワーキング分銅に

ついてのみ実施している。

ウ 温度計，湿度計及び気圧計

ガラス体積計の校正時には温度計，湿度計及び気圧

計が必要であることから， ]CSS校正証明書付の温度

計，湿度計及び校正証明書付(気象庁)の気圧計を新

たに購入するとともに，これら温度計，湿度計をもと

に校正したデジタル温湿度計， UC%記憶計を用いて貝

毒検査窒やマウス飼育室等の温度，湿度を管理するこ

ととした。

エ標準物質

標準物質としては， ASP測定用のドウモイ酸とPSP

測定用のサキシトキシンを用いている O このうちドウ

モイ酸は，カナダNRCの認証標準品 (NRCCRM-

DA -e)であることから不確かさが明確であるが，

CF値(変換係数)測定用標準原液であるサキシトキ

シンは不確かさが不明でトレーサピリティは明確でな
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標準作業書(SOP)

記録

図4 品質システムの文書構成図

い。しかし， AOAC法において入手先として指定さ

れている米国食品医薬品局 (FDA)から分与を受け

ているということで，国際的な合意が得られているも

のとみなした。

(3) 不確かさの推定

不確かさ 5，16， 18 -19)は分析値の疑わしさを示すもの

で，真値が存在する範囲を示す推定量といえる O 一例

として，表3にASPについての不確かさの推定を示

す。

測定の不確かさを求めるために，検査のStep(秤

量，前処理，定容，標準調製，測定)ごとに不確かさ

の要因(測定値に影響する要因)を洗い出し，要因ご

とに不確かさ成分の定量を行った。

定量には2つの方法があり，実際の観測値の統計解

析により求められる成分，例えば秤量併行精度，定容

操作の熟練度等については10回以上の繰り返し実験

を行い，その標準偏差を不確かさとした。一方，それ

以外の成分，例えば分銅の不確かさ，全量フラスコの

目盛精度(公差)等については，校正証明書等から直

接求めた。

次に，各要因を合成しStep毎の不確かさを求めた。

ただし， Step 4 (標準調製)， Step 5 (測定)には

それぞれ管理基準を設け，基準に適合したもののみ採

用としたことから，これらStepの不確かさとしては，

各要因を合成したものと管理基準より得られる不確か

さを比較し，値の大きい方(管理基準)を採用した。

次いで，各Step(1 ~ 5 )の不確かさを合成して

全体の不確かさ①を求めた。この際，要因の見落とし

も考えられることから，カナダNRCの認証標準物質

(NRC CRM -ASP-MUS-b)分析による不確かさ②及

びこの検査の管理基準(添加回収率:80~ 1l0%) に

よる不確かさ③を同時に求め，これら 3つの不確かさ

の中で最も大きい値③を採用した。最終的には，これ

に信頼レベルがおよそ95%を示す包含係数2をかけて

拡張不確かさを求めた。

ただし認証標準物質分析は全量を検査に供するこ

とから，操作全体としては秤量操作を除いたStep2 

~5 に該当するものとみなし，さらに，管理基準(ぱ

らつき幅:認証値の90~ 1l0%) に適合したもののみ

採用としたため，これらStepの不確かさとしては，

Step 4， 5と同様の理由で管理基準より得られる不

確かさを採用した。

ASPの不確かさ算出については前報20)において詳

細に報告している。

なお， DSP， PSP検査の不確かさ算出に関しては，

紙面の都合により本報に記載しなかったが、不確かさ

推定の結果，マウス投与，マウス秤量を含めた個体差

が重要な要因であることが確認されている O

(4) 校正プログラム及び手順

使用する機器等のトレーサビリティを維持するために

天秤(分銅)，ガラス体積計についてはそれぞれ計量

法， ]IS R 3505に準じた校正のSOPを作成し，それに

準じて校正を行った。なお， 15年度から天秤の校正

はメーカーに委託している O

(5) 検査結果の品質保証

検査結果の品質保証のために，添加回収試験による

内部精度管理検査 (ASP)，キャリプレーション，レ

ファレンスラボでの研修 (PSp)，陽性及び陰性対照

品の検査，レファレンスラボが行う comparativetest 

及び、verification(貝毒 3項目)を定期的に実施して

いる。この他に， ]ABが実施する試験所間比較・技

能試験 (PSp)やイギリスのマリンラボが実施する国

際的比較試験 (ASP) にも積極的に参加している O

検査結果の品質保証の手法については，表2に示す。

(6) 要員

検査全体の不確かさに与える検査員の影響が大きい

ことを認識し，年度当初に作成したカリキュラムに従

って教育・訓練を受け，毎年行う資格認定試験に合格

したものでなければ検査を実施できないこととした。

表4に業務内容とその実施者の資格要件を示す。

なお，検査要員として， 15年度からは主担の他に

各検査項目毎に副担を 2人任命し，主担が不在の際に

も検査可能な体制とした。
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表2 検査方法の妥当性確認及び検査結果の品質保証

DSP PSP ASP 
(下痢性貝毒) (麻癖性貝毒) (記憶喪失性貝毒)

分析法
安元バイオアッセイ法(1978

AOAC5:去
Hatfield5:去(NaturalT oxins 

年)及び公定法 (1994) )の変法

添加回収試験
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー圃ー圃ー圃ーーー-・・・・・圃圃・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ーーーーーーーーーー園田ーーー園田園咽ーーーーーー園田ーーーーー

認証標準物質(カナダNRC)
による試験

-----------------------------_.開.-
ーーーーーーー---ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーー圃ーーーー園田ーーーー圃ーーーーーーーーーーー

方法の妥当 測定の不確かさの評価 測定の不確かさの評価 測定の不確かさの評価
性確認 ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー圃ーーーーー圃ーーーー園 ーーーーー圃ーーー圃ーーーーーーー圃---ーーーーーーーーーーー

comparative test comparative test comparative test 
(レファレンス・ラボ) (レファレンス・ラボ) (レファレンス・ラボ)

ーーーーーーーーーー田園町司困問ー園田ーーーーーーーーーーー---ーーーーーーー四帽ーーーーーーー圃ーーーーーー園田四四------・・・圃聞・圃岡・・・田・・・---_.聞・・・・・・・・・--------------------
試験所間比較・技能試験 国際的比較試験

(JAB) (イギリスのマリン・ラボ)

comparative test comparative test comparative test 
(レファレンス・ラボ) (レファレンス・ラボ) (レファレンス・ラボ)
1回/年 1回/年 1回/年

l・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・圃・・圃圃--ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー四 a・・・・・・・・・圃・・・・・圃---------------------------
verification verification verification 
(レファレンス・ラボ) (レファレンス・ラボ) (レファレンス・ラボ)
1回/年 1回/年 1回/年

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー圃ーーーーーーーーーーー

陽性及び陰性対照品の検査 陽性及び陰性対照品の検査 陽性及び陰性対照品の検査
1回/月 (12-3月) 1回/月 (12-3月) 1回/月 (12-3月)

ーーーーーーー田園田ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー圃ーーーーーーーーーー ーーーーー園田ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

内部精度管理
(添加回収試験)

検査結果の
①検査開始前
(5回の併行精度)

品質保証 ---@j，皇套盟~]J~J2________ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー圃圃ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

国際的比較試験
(イギリスのマリン・ラボ)
2回/年(15年度-)

，-ーーーーーーーーーーーーーー・圃ーーーーーーーーーーーーーーーー・ーー閏ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ー圃ーーーーーーーーーーーーー・聞ーーーーーーーーーーーーーーー

試験所間比較・技能試験
(JAB) 

1回/年
園園圃圃ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー園田園ーーーーーーーーー ーーーーー園田園ーーーーーーーーーーー圃ーーーーーーーーーーーー

キャリブ、レーション
(CF値の決定)
毎年検査実施前

，------ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー圃ーー圃ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー圃ーーーーーーーー

研修
(レファレンス・ラボ)
最低1回/年

4. 試験所認定の維持管理

試験所認定取得後 1年日は技術サーベーランス(内

部及び外部精度管理等)， 2年目及び3年日は書類審

査 4年目は認定の更新となるが，これらの審査に合

格し認定を維持していくためには，その維持管理に必

要な業務を継続していく必要がある。

実施する比較試験)への参加，天秤分銅・ガラス体積

計の校正，内部精度管理調査，検査時のコントロール

試験，資格認定試験， レファレンスラボ等での研修受

講，技術点検等を継続して実施してきた結果， ]AB 

が行う第 1固定期サーベーランス(貝毒，細菌検査の

技術審査が主体)の審査に合格し(平成16年3月)， 

認定を維持できることとなった。プランクトン検査に

ついては，平成16年11月に臨時サーベーランスが行

われ，この審査に合格している O

当所では，認定取得後，認定対象である貝毒検査等

における技術的能力の保持を目的に外部精度管理調査

(イギリスマリンラボ， ]AB及びレファレンスラボが
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不明

①分銅

ザルトリウス
認定番号・0089

JCSS認

奇覇
拡張不確か

重量 |器物番号|さ(mg)

; (k=2) 
回ーーーーーーーーーーーー・』ーーーーーー・・ーーーーーーーーーーーーーーーーー
1叫 14325505 :::tO.0022 
100r昭 14125356 :::t 0.005 
5g 14225843 :::tO.050 
10g 13825709 :::t 0.022 
50g 14425786 :::t 0.03 
100g 13525700 :::tO.05 
200g 13425553 :::t 0.12 
500g 13728070 :::tO.75 
1 Kg 60228608 :::t 1.5 
2Kg 50501576 :::t 3.0 

汎用天秤(食品化学第1室)
機器番号:40110083

不確かさ 0.050g

汎用天秤(貝毒検査室)

機器番号:40080015

不確かさ:0.050g

ーーーーーーーーーーーーーーーーーー--ーーーーーー --T

認証標準品(ASP用)
CRM-DA-e 

(カナダNRC)
不確かさ::::tO.8μg/g 

サキシトキシン(PSP用)

標準原液

(アメリカFDA)
不確かさ:不明

試

特定標準器(産業技術総合研究所)

特定二次標準器(産業技術総合研究所) ーーーーーーーーー----

ガラス製温度計

器物番号:2555

拡張不確かさ(k=2)
OOcの校正

記憶計(湿度計)

製造番号

アネ口イド型
気圧計

本体:8443629

センサ:8443629

校正管理番号:

:::tO.030C 
10-50

0

Cの校正

-----拡張末雇亦吉区2)--一
第No.374835号

校正有効期限

:::tO.040C 
30(%rh)の校正

:::tO.8(%rh) 
60(%rh)の校正

:::tO.8(%rh) 
90(%rh)の校正

:::t1.1(%rh) 

ガラス体積計

2006.10.01 

種類 ] コード ] 不確かさ
ホーjレピペット
0.3ml 

1ml 

2ml 

3ml 

4ml 

5ml 

T -PIPETO.3S 

T-PIPET1S 

T-PIPET2S 

T-PIPET3S 

T-PIPET4S 

T-PIPET5S 

0.005ml 

0.007ml 

0.01ml 

0.015ml 

0.015ml 

0.015ml 

6ml T -PIPET6S 0.02ml 

9ml T -PIPET9S 0.02ml 

10ml T -PIPET1 OS 0.02ml 

20ml T -PIPET20S 0.03ml 
-ーーーーーーーーーーーーーーー・・・・四・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・--------------ーーーーー
メスフラスコ i 
5ml(褐色 55640FK5S 0.025ml 

10ml(褐色 55640FK10E 0.02ml 

25ml(褐色 55640FK25E 0.03ml 

100ml(褐色 55640FK100E 0.08ml 

30ml 5640FK30E 0.03ml 
国ーー--ー・・--------~----_1・ーーー--------ーーー-----ーーーーー・唱・ーーーーーーーーーーー-----­

共栓メスシリンター l 
25ml CYLWS25S 0.25ml 

250ml CYLWS250S 1.25ml 

験 値

図5 測定値のトレーサビリティ体系(理化学試験)
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表3 不確かさの推定(記憶喪失性貝毒・ドウモイ酸及び工ピドウモイ酸)

概要

11 
|確率分布|除数|不確かさ|相対すかさ| 11合成不問|

Step2-5 
Step フロー 要因 値

(%) 合成不確かさ
(概念)

天秤の不確かさ II 5.00g | 正規 | 2 0.05g 0.50000 I x 2 

Step1 秤量 秤量 4 分銅の不確かさ 11 5.00g | 正規 | 2 0.000050g 0.00050 0.70993 

y 秤量併行精度 11 ~ 正規 1.0 0.00316g 0.06321 

卜肌メタノール抽出出

回収率 100.00% 矩形 .r3 0.89570% 0.51713 
ぱらつき 92.5483目 正規 1.0 1.40767% 1.52101 

|-C 回収率 100.00% 矩形 .r3 0.00534% 0.00308 
Step2 ろ過 2.92648 

ばらつき 94.3397目 正規 1.0 1.42286出 1.50823 

|日精製|寸

回収率 100司00% 矩形 .r3 2.21755% 1.28030 
ぱらつき 94.3504% 正規 1.0 1.35729% 1.43856 

目盛精度(公差) II 5.00ml | 矩形 .r3 0.025ml 0.28868 

定容
一←-1 熟練度(ぱらつきo1 5.13330g 正規 1.0 0.01247g 0.24294 6.49651 

Step3 5ml全量フラスコ 0.55406 
ト斗 i夜温補正(アセトートリルD1 0.50ml 矩形 | 九 0.00347ml 0.40062 

LI 液温補正(IM-NaCI) ~ | 正規 1.96 0.00567ml 0.06429 

標準純度 ト斗標準純度(NRCCRM-DA-e)1 1 99.4μ山 o正規 1.96 0.8μg/ml 0.41063 
1.30288 

Step4 標準調製 | 撞準溶濯4 ト→ 調製操作 1 1 0.04μg/ml 1 1.23648 

管理基準 トー|許容範囲(95-105%) 1 1 100.00% 矩形 | 九 | 5.0早色 2.88675 2.88675 

2.63912 I HPLC;J!促|
繰り返し精度 | 正規 C:::IO 87 2.31318 

Step5 測定 直線性精度 1 1 95310.7 矩形 c:::zo 2097 1.27051 

管理基準 トー|ぱらつき幅(95ー105%)1 100.00% 正規 C:::IO 5.0~也 5.00000 5.00000 

4.84954 
Step2 

|標準物問|

標準純度(NRCCRM-ASP-MUS-bl 1 ~μ~ 正規~ 1μg 1.30822 
Step3 
Step4 ばらつき 1 135.52145μ凶| 正規 1.0 11.65876μg/gl 4.66975 5.77350 

Step5 

萱理墓準 トー|ぱらつき幅(90-110%) 100.00% 矩形 | 日 | 10.0% 5.77350 
537350 

規格(管理基準 80%孟回収率三五110%) I~肌 | 矩形~ 15.0肌 8.66025 8.66025 

【拡張不確かさ】

①積み上げ式の推定

ω=高示j弘引3け)2+吋(2.926ω)2+ (0別 06)戸2+ベ(2縦 75戸+ベ(5.00000)戸2 = 6.54 
②標準物質分析より求めた推定

Uc②=  ~(O.70993)2 +(S.773Sq戸= 5.82 
③規格(管理基準:80%話回収率重110%)からの推定

Uc③=  ~(O.70993)2 + (8.66025)2 = 8.69 
上記①~③の中で最も大きい値を採用する。
よって、合成不確かさは上記③式より Uc 8.69 
拡張不確かさ 8.69x 2キ 17.4%

【報告の形式】

記憶喪失性貝毒(ドウモイ酸及び工ピドウモイ酸)含有量 20.0μg/g(基準値::t 3.5μg/g 

(報告される不確かさは、包含係数k=2とした拡張不確かさである。)
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表 4 業務内容とその実施者の資格要件

業務内容 実施者の資格要件

検査の実施及び検査機器 教育訓練後、資格認定試験に合格し、業務管理運営委
の操作 員会によって資格認定された検査員

マウスへの接種・判定 該当検査項目の検査員で、あって、国のレファレンス・ラボ
(DSP、DSP) で動物実験について研修を受けた者

当該機器の校正について、次のいずれかの研修を受け
た者

-天秤(分銅)の校正
①専門機関の行う研修

-ガラス体積計の校正

②ISO/IEC170251こ基づく認定を受けた機関において、当
該機器の校正を行った者が指導する研修

成績書の署名者 承認署名者

県の衛生部局又は水産部局に所属する獣医学文は水
サンプリング 産学の課程を修めて卒業した者で、あって、貝類衛生対策

委員会の行う研修を受けた者

5.考 察(効果)

限られた人員や時間の中で，行政依頼検査等の通常

業務と併行して試験所認定を維持していくためには，

目に見えない多大な労力が必要である O

しかし近年，食品流通のグローパル化が進み，輸

入ないしは輸出食品の安全性が問われている現状をみ

ると，食品の安全確保のためには，国際的に通用する

検査の信頼性が非常に重要であると考えられる O した

がって，国際規格に準じた試験所認定の取得は，今後

ますます必要性が高まり，将来的には必要不可欠なシ

ステムになるものと推測されるO

当所において，試験所認定を取得した効果としては，

次の5点があげられる。

①国際的に通用する検査結果を提供できるようになっ

。
た

②不確かさの推定を行うことにより検査精度の改善に

つながった。

③比較試験等により精度管理がさらに徹底された。

④業務管理運営委員会を設けることによって，体制維

持が組織全体としての問題となり，意識の向上につな

がった。

⑤測定のトレーサビリテイが確保された。
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Accreditation of a Testing Laboratory which Monitors of Sea Areas for 

Scallops for Export to the EU 

Akiko Kogawa， Hironori Miura， Atsuko Murakami， Akemi Yamamoto，Shiho Kudo， 

Yuzuru Sawada， Taketo Jin and Eriko Fukkoshi 

In the EU inspection of 2001， which was carried out with the pu中oseof lifting the ban on the export of Mutsu Bay scallops， 

accreditation of a testing laboratory was recommended， to maintain precision， accuracy， and credibility in testing. Accordingly， on 

October 2002， an application was made for the accreditation of a testing laboratory to the Japan Accreditation Board for Conformity 

Assessment for the test to monitor scallops for export to the EU， and particularly tests involving shellfish toxins in scallops. The 

different types of work necessary to meet the requirements of the accreditation applied for， ISO/IEC17025， have been carried out， 

including the estimation of uncertainties in measurement and traceability of measurement. On March 2003， after receiving an 

examination in January 2003， the laboratory was finally accredited， the first laboratory in the country accredited as an administrative 

organization for food testing. With this accreditation， the laboratory can now offer accurate results with a high level of credibility 

which stands up to international standards. 

Key words: accreditation， ISO/IEC17025， traceability， uncertainty 
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青森県環境保健センター研究報告 15， 23 -30， 2004 

水温の連続測定から見た十和田湖の水温の季節変動

花石竜治 三上 野津直史 成田 俊松尾章

十和田湖において2002年10月から2004年10月まで， 0 ~85mの 8 層で水温を連続測定した。その結果， 0 ~30mの変化は気温

に大きく依存していた。 30m以深で、は4~ 5
0

Cで一定であった。一方，冬季および春季において循環期が認められ，湖底からの

栄養塩の湧昇に寄与していると考えられた。

Key words : Lake Towada， temperature of lake water， mictic period 

1 .緒 Eヨ

近年，わが国の湖沼は，人間の活動による水質悪化

や生態系の劣化が認められている O

湖を特徴付ける要因は物理学的，化学的，生物学的

要素であり，これらは互いに密接に関係している O こ

のうち，化学的側面に関しては， CODやDO，窒素，

リンなどが調査されてきているD また，生物学的側面

については，プランクトンや魚類などの生態系調査が

行われている O

物理学的な要因は光，熱，水の動きであり，わけで

も水温は湖における熱の挙動の結果として現れ，端的

には水の動きを決定し，その他に化学的，生物学的な

さまざまな要素に関わる O 最終的には生態系を規定す

るー要因となり，湖の特徴のうち最も基本的なもので

ある O 十和田湖の水温の鉛直構造に関しては，湖心な

どで年に数回行った調査の報告1~4) がある O 十和田

湖は温帯の中でも比較的冷涼な位置にあり，ほとんど

の温帯湖は二循環と言われ，年に春と秋の 2回，鉛直

方向で湖水が混合すると言われている 5)，6)。これま

で北海道の湖沼において冬季の水温の鉛直分布や循環

期について調査報告があり7)， 8) また琵琶湖におけ

る鉛直方向の水温の季節変動の調査があった6)。その

他，近年では福島県の桧原湖での調査10)がある O し

かし，わが国において比較的冷涼な地域の湖沼で深部

も含めて長期にわたり水温を連続測定した例はなかっ

た。本報文では，十和田湖のo~85m までの各層で
の水温の連続測定を2002年10月から2004年10月まで

行った結果，およびそのデータ解析結果について報告

する O

2.十和田湖研究の概況

十和田湖は，青森・秋田両県に跨る湖面積61km2，

集水域67km九最大水深327.0m，平均水深71.0m，湖

容積4.2x 109m3，滞留時間8.5年の二重式カルデラ湖

である O

十和田湖における水温の鉛直構造に関する研究は，

最も深い中湖(図 1参照)における吉村によるもの1)，

2)に端を発し，その後，水質の化学的調査も含めて庄

司らによって行われている 3)。

十和田湖の水質は1986年以降，環境基準(湖沼AA

類型:COD 1 mg/L以下)を達成できない状況が続

いており，透明度の低下やヒメマス漁獲高の減少が問

題となっている O

青森県では，水質改善・保全を目指して，これらの

現象の要因を解明するために， 1995年から2000年に

国立環境研究所などと共同研究を行った。これらの共

同研究の結果，透明度などの水質や動植物プランクト

ン群集の種と構造に対しては，ヒメマスやワカサギな

どの魚類の影響が大きく，生態系管理の重要性が明ら

かになった II~18) 。

これを受けて， 2001年8月に秋田県と共同で「十

和田湖水質・生態系改善行動指針」を策定し，水質や

生態系の調査研究を継続している O この他に，周辺の

事業場排水の調査19)や十和田湖周辺部にあった鉱山

の廃水，下水道処理の影響の研究も行われてきた20)，

21)。したがって，十和田湖の化学的，生物学的研究は

近年，盛んに行われてきた感があるが，一方で，物理
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学的要素である水温の鉛直構造の連続測定については

研究が行われていなかった。前述のように，水温の鉛

直構造は湖を特徴付ける基本的要素であり，近年の電

子技術の発達により，これを簡易なシステムにより連

続測定することが容易になった。水温の連続測定によ

り，その鉛直構造の解明をすることが，本報文の意図

である。

3.調査方法

調査は，十和田湖調査の定点で、行った。図 1にその

位置を示す。定点にブイを設置し，このブイから垂ら

したロープに耐圧型の水温計を装着した。水深は 0，

5， 10， 15， 20， 30， 50， 85mとした。耐圧型の水温

計はOnsetネ士のStowA way Tid biTであり，計測範囲

が-4 ~370C で，精度として0.2
0

C が保証されており，

耐圧水深が300m，記憶容量32520点，電池内蔵型で

寿命が5年間のものであった。浸水前にパーソナルコ

ンビュータ(以下， PCと呼ぶ。)から光通信により 1

時間ごとのデータ取り込みを指示し， PCから切り離

して， 2002年10月18日に浸水した。調査の途中経過

を知るために2003年10月16日に水温計を一旦引き上

げ， PCと接続してデータ読み込みを行い， 2003年10

月22日に再浸水して， 2004年10月12日に引き上げ，

データを読み込んだ。ただし， 2003年10月22日から

2004年10月12日までの水深Omの水温計は不調のた

め，データを取り込めなかった。

水温は 1時間毎に測定したが，気温と比較して日内

変動が少ないためと，データの大きさの都合とから，

一日の24個のデータを平均して解析に供した。なお，

データが膨大な量であるため，平均化はMicrosoft社

Excelのマクロ機能を利用して行った。また，解析で

気温との相互相関解析を行ったが，これはフリーソフ

ト22)で算出した。また，気温のデータは十和田湖畔

の休屋でのアメダスのデータを用い， 2002年アメダ

ス年報23)および2003年速報値24)を参照した。このデ

ータ集の中で気温は一時間値であるが，これも，

Excelマクロ機能により一日平均値を算出して解析を

行った。

等温線図および等密度線図は，各水層での水温や密

度を自作プログラムでスプライン補間することによっ

て描画した。

q hll'l 

図十和田湖の調査地点の定点(・)と中湖

4.結果と考察

4. 1 水温の各層での経日変化

図2に十和田湖の水温と気温の一日平均値の測定結

果を示した。図2で気温は2004年のデータがまだ公

表されていないので， 2003年のものまでを表示して

いる。大雑把に気温の変動よりも遅れて水温が変動し，

その変動は水深が浅いほど大きかった。 30m以深で、は

水温は冬季に低くなるものの，それ以外の季節ではほ

ぼ一定であった。一方，それよりも浅い層では，水温

が気温に大きく影響されていたo 11月から12月にか

けては，水深20m以浅で、は水温が各層で、同じになり，

晩秋から初冬にかけて水温躍層が発達していたと考え

られる。また， 12月から 5月にかけては，各層でほ

とんど同じ水温が観測されたが，各層で微妙な水温の

差異があり，循環期が認められた。このデータを詳細

に検討した結果については後述する O

また， 2003年と2004年の夏季の水温を比較すると，

後者のほうで水温が高くなっていた。 2004年の気温

のデータは本報告では示せなかったが，これは2004

年が猛暑であったからと考えられる O
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図2:十和田湖定点における各層の水温と湖畔での気温の経日変化

4.2 水温と気温の相互相関

相互相関とは，二つの時系列データがあった場合に，

時間をずらしたデータの相関を取り，相関係数の大き

さをグラフに表したものである O 図3に2002年10月

から2003年10月までの水深別の水温と気温との相互

相関を示した。水深が浅ければ浅いほど気温との相関

口日
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E 時EE0G7 6 
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。。

一-Om
-5m  

10m 
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-30m 

-50m 

-35m 
主言と目
3く..../mJ.

が高く，また，表層に近いほど気温の影響を早くに受

けることがわかった O 湖底の85m層でも少しではあ

るが気温の影響を遅くになって受けていることがわか

った。なお，相互相関は 1%の危険率でも， 日差100

日まで，すべての水温に関して有意であった。

20 40 60 日。

一一口m
-5m  

10m 

15m 

-20m 

-30m 

-50m 

-35m 

一一1%危険率
一一5%危険率

1田

図3:十和田湖定点における各層の水温と湖畔での気温の相互相関 (2002年10月"""2003年10月)。
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4.3 湖水の密度の経日変化

各層での水温から，湖水が純水であると仮定して，

各層の密度の経時変化を知ることができる O 温度と純

水の密度との関係は， OOCから25
0

CまでのO.l
O
Cごと

の文献値25) を3次式で補間することによって得た。

使用した 3次式は次のとおりである:

y=5.53 X 10-8x3- 8.44 x 10-6x2+6.45 x 10-

5x+0.99984 

ここで， xは水温 CC)，yは密度 (g/cm3) である O

図4に各層の密度の経日変化を示した。春季から冬

季にかけて，水深の浅いところで密度が小さく，した

がって浅いほど湖水が軽く，成層期であった。そして，

厳冬期から春季にかけてはわずかながら，水深が浅い

ほど水の密度が小さくなっており，冬季停滞期であっ

た。これは浅いところで水温が4
0

Cを下回ったためで，

水温が低くなると 4
0

Cを境としてまた密度が小きくな

るためと考えられる O

それでは，循環期はどうかという問題が生じてくる O

これは図4からははっきりとはわからないが，これを

拡大した図 5を見ると明らかである O すなわち，図 5

で赤色の矢印で示した 1月中旬と 5月上旬とに，湖の

各層で湖水の密度が同じになっているのである O この

時期が循環期と考えられ，今回の調査によって，十和

田湖における循環期が年に 2回あることが判明した。

循環期には，各層で密度が同じになり，湖底からの栄

養塩類の湧昇があると考えられ，十和田湖での表層方

向への栄養塩類の供給があると考えられる。

温帯の湖沼はほとんどが二循環であると言われ，秋

と春に循環期が認められる 5)，6)O 十和田湖の場合，

循環期は 1月中旬と 5月上旬との 2回であった。水深

が深く容積が大きいことや，温帯の中でも比較的冷涼

な位置にあることなどが この原因と考えられる。

2002/ 2003/ 2003/ 2003/ 2003/ 2004/ 2004/ 2004/ 2004/ 
10/19 1/17 4/17 7/16 10/14 1/12 4/11 7/1口 1口/3

0.997 
一-Om

0.9975ト 品
一-5m

f ヘ 0.998 10m 
Fう

15m 

世嗣3 0 附 一-20m
0.999 一-30m

0.9995 一-50m

一-35m

1.0005 

図4:十和田湖定点における各層の湖水の密度の経日変化
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図5:図4の拡大表示。循環期を矢印で示した。

4.4 湖水の等温線図および等密度線図

図6に湖水の等温線図，図 7に等密度線図を示した。
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図6:十和田湖定点における湖水の等温線図。図中の数字は水温 Cc)。
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は補聞が難しいことも考えられる O この点に関して

は，等間隔で水温計を設置するなどの対応が考えら

れ，今後の課題である。

図6で，前述のように月中旬と 5月上旬に水

温が各層で一定となっていることがわかり，循環期

であることが明瞭である。また この水温より算出

した図 7を見ても，これら循環期に各層で密度が等
sd. 
冨岡

十和田湖調査定点の 8層で水温を連続測定した。

その結果，

水深30m以下の浅いところでは，気温の影響を

大きく受けていた。 30m以深で、は，気温の影響は小

結5. 

)
 

1
1
 
(
 

しくなっていること治宝わかる O

もうひとつ注意すべき点は，測定期間中の夏と冬

の水温，密度の挙動であるD 図6をみると，まず夏

のほうでは， 2003年よりも2004年のほうが表層近

くで水温が高くなっており，また，

ラインも深いところにある O これは前に述べたよう

5
0

Cのコンター

さかった。

気温と水温との相互相関を取ると，浅いところほ

ど気温の影響を大きく，早く受けることがわかった。

湖水の密度の季節変動から，十和田湖が二循環湖

であることが判明し，それは 1月中旬と 5月上旬で

あった。これらの期間に湖底からの栄養塩類が湧昇

する可能性が示唆された。

十和田湖における水温の連続測定は初めて行った

(2) 

(3) 

に， 2004年に猛暑だったことが原因と考えられる O

そして，冬であるが， 2002年から2003年にかけて

の冬は水温2
0

Cのコンターラインに固まれた範囲が

広いのに対して， 2003年から2004年にかけての冬

は， 2
0

C以下の範囲ははほとんど存在しなかった。

これは前者の冬が，後者の冬に比べて湖水の温度が

低かったことを示す。このことは図 7の等密度線図

さらには動植

ものであり，循環期の時期などの詳細な情報が得ら

れた。現在も水温調査を続行している。

十和田湖ではCOD，窒素，リン，

物プランクトン，漁獲高についてのモニタリング調

査を行っているD 琵琶湖では，物理学的，化学的，

にも反映している O すなわち，前者の冬で密度

0.99995g/ cm3の線が深部まで広く囲んでいるのに

対して，後者の冬では途切れており，囲んでいる範

囲も狭い。これら等高線図はスプライン補間により

描いたものであり，実測した水深幅の深いところで

- 28-



生物学的関連についての統括的な調査研究がなされ

てきている 26)。今後は，十和田湖においても，同

様の検討を行うことが必要である O
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Abstract 

Water temperature in Lake Towada investigated by means of the con-

tinuous measurements 

Ryuji Hanaishi， Hajime Mikami， Naofumi Nozawa， Shun Narita， and Akira Matsuo 

Thorough October in 2002 to October in 2004， measurements of temperatures were continuously carried out at 8 layers， whose 

depths were from 0 m to 85 m， in Lake Towada. The temperatures of layers from 0 to 30 m depended highly on the air temperature， 

and on the contrary that of layers deeper than 30 m were almost independent of the air temperature and ca. from 4 to 5 oC . In winter 

and spring， on the other hand， mictic periods existed， and therefore the presences of the periods were considered to contribute to flow 

up of nutrient salts from the lake bottom. 

Key words: Lake Towada， temperature of Lake water， mictic period 

30 



青森県環境保健センター研究報告 15， 31 -43， 2004 

十和田湖の水質に及ぼす水位の影響 (2004)

三上 一 花石竜治

工藤香織 成田

対馬典子

俊 松尾

野津直史

章

十和田湖では， 2004年春~夏季には，ヒメマス漁獲量が比較的豊漁であったにもかかわらず，著しいCODの上
昇と透明度の低下が長期間に亘り認められた。 2003年及び2004年の4月--8月の水位を比較すると， 2004年5月下

旬--7月初旬には2003年の同時期に比べて水位が高く，水質の悪化が著しかった。その後，水位の低下に伴い，水

質は回復した O このことから，生物利用可能なリン濃度が高い河川水が多く流入し，滞留したため，桂藻類

Fragilaria crotonesisがリンを栄養源として増殖したためと考えられた。今後，生物利用可能なリンに着目した森
林，河川など自然系及び放牧地からのノンポイント調査と削減対策が重要である。

key words : lake， eutrophication， water level， phytoplankton， bioavailable phosphorus. 

1 .はじめに

十和田湖は青森・秋田両県に跨るカルデラ湖で，

1986年にCODが環境基準値(AA類型 1mg/L以下)

を越えた以降，透明度の低下とヒメマス漁獲量の落ち

込みが問題となっている。

青森・秋田両県では，この湖水汚濁の大きな要因は

生活排水，観光排水によるものとして， 1980 (S .55) 

年に十和田湖特定環境保全公共下水道事業 (7275m3/

日;2004年現在)を開始し， 1991 (H. 3 )年4月か

ら下水道の供用開始している O この処理水は放流渠に

より焼山十和田橋に放出され，湖内には放流されない。

一方， 1995 --2000年に行われた国立環境研究所な

どとの共同研究では，ヒメマスの主要な餌であるダフ

ニアなどの大型の動物プランクトンが優占すると，効

率良く動物プランクトンが植物プランクトンを捕食す

るため，植物プランクトンが減少した結果，透明度の

上昇とヒメマス漁獲量も高くなることし 2)が明らか

になった。

下水道が未整備であった1980年代中葉から1990年

代初頭にはCODの上昇が顕著であったが，近年，下

水道の接続率が90%を越え，湖内への生活排水，観

光排水の流入が減少したことから， COD (75%値)

は1.2--1.5mg/Lで，ほぼ横這いか，改善傾向にある

とともに，透明度も 10mを越えることかがしばしば

である O これは，十和田湖におけるCODの上昇と透

明度の低下は，観光客の増加による自然浄化能を越え

た生活排水，観光排水の湖内への流入と漁獲の不振に

より有機物や栄養塩類が湖外に除去されず，湖内に蓄

31 

積されたことが要因の一つであったことの証左で，下

水道整備の効果を端的に物語っている O

これらの成果を踏まえて，青森・秋田両県では，

2001 (H .13) 8月に「十和田湖水質・生態系改善行

動指針~恵み豊かで澄んだ水，十和田湖を未来の子供

たちへ--Jを策定した。青森・秋田両県の環境・水産
研究機関では， 1980年代初頭から中葉の水質，ヒメ

マス水産資源状況を反映しているCOD(75%値)

1.Omg/L以下，透明度12m，ヒメマスの資源量の回復

に行政目標にして調査・研究を行っている O これと同

時に，指針では住民，観光業者は湖岸周辺環境の整備，

清掃の推進などに努めることを明記している。

2003 --2004年度の漁獲，水質の状況をみると，

2003年の秋季にはヒメマス漁獲量が高く，透明度

17mが観測された。 1973年に公共用水域測定が開始

されて以降，最も高い透明度で， 2004年春季には，

引き続きヒメマス漁獲量が順調であったことから透明

度の上昇が期待された。

しかしながら，期待に反して， 2004年の春~夏季

の湖内 9地点を対象とする公共用水域の水質測定で

は，湖内全域でCODは表層，水深5m層で軒並み2

mg/L前後，透明度も 4m前後と過去最悪の状況が長

期間続いた。

従来，十和田湖の水質悪化の主たる要因は生活排水，

観光排水の湖内への流入と湖内生態系の変化によるヒ

メマス漁獲量の不振によるものとし下水道の接続率

の向上とヒメマス資源回復を主とした生態系の復元に

力を注いできた。

2004年春~夏季における水質とヒメマス漁獲量の



@ …環境基準点

O …補助点

固一定点

奥

1 休屋前面 2 鉛山前面

6 大畳石前面 7 宇樽部前面

3 大川岱前面

8 中湖

4 銀山前面 5 中央(湖心)

9 子ノ口前面

図1 調査地点

推移は，これまでの現象とは大きく異なったことから，

新たな視点での取り組みが必要となった。

2003年と2004年の春~夏季の状況をみると， 2003 

年は冷夏であったが， 2004年は一転して猛暑となり，

大きな気候変動があった。また， 2004年の同時期の

水位レベルが例年に比べて高めであったことが注目さ

れた。

琵琶湖では異常渇水に伴う水位低下が水質，生態系

に大きな影響を及ぼしたこと 3.4)が報告されている O

このことから，十和田湖においても水位変動，水温な

どとの物理的な環境因子が水質，生態系に多大な影響

を及ぼしたことが考えられた。

ここでは， 2003年と2004年の春~夏季の水位，水

温変動などの物理的因子が十和田湖の水質，生態系に

及ぼした影響と今後の水質改善・保全に向けた取り組

みについて報告する。

2.調査方法

2003年度は 5月98， 6月24日 8月26日， 11月

13日， 2004年度は4月16日 6月24日 9月15日に

バンドン採水器により定点8層(0 ， 5 ，10，15，20，30，50， 

80(85)m)において層別採水を行った。

測定項目はT-COD，D-COD， MBOD， TN， TP 

及び植物プランクトンであるO 植物プランクトンは採

取後，現地にて電子顕微鏡用グルタルアルデヒドを

1%になる様に添加し，同定及び計数は(有)地域生態

系保全に委託した。

また， 2004年5月31日に公共用水測定地点である

湖内9地点の表層及び5m層において採水した。測定

項目は透明度， T-COD， TN， TP， Chl-aである。

湖岸北東部の青撫における発電用取水と逆送水の水

質調査は2003年4月18日， 2004年4月21日に行った。

項目はT-COD， D -COD， TN， TPである。
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2.5 水位，降水量，青撫及び子ノ口での流出入量は東北

電力附「十和田湖水位その他に関する報告書」によっ
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十和田湖湖心表層におけるCODの経年変化

(1973~2004 ;青森・秋田県調べ)

図2

気温は青森地方気象台の休屋アメダスのデータを用

いた。水温はOnset社水温用データロガーにより水深

8層(0，5 ，1O，l5，20，30，50，85m) において 1時間毎に

連続測定し， 日平均値を用いた(図 1) 0 なお， 2004 

年度の表層 Omでは水温計の不調により，欠測とな

った5)。

また，水質汚濁現象が春季~夏季に亘ったことから，

気温，水温，降水量及び水位データは2003年及び

2004年の 4 月 1 日 ~8 月 31 日のデータを用いた。
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結果と考察

湖心におけるCOD，透明度及び漁獲量の経年

変化

3. 

湖心表層におけるCODの経年変化をみると，公共

下水道が共用開始された以降， CODは横這い状態，

改善傾向にあった。 2004年 5~9 月にはCODの上昇

3 . 1 

が認められ，特に 7月のCOD値が2.3mg/Lと，

1973年度以降の公共用水域の測定では，最も高い値
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十和田湖湖心における透明度の経年変化

(1973.....2004 ;青森・秋田県調べ)
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2004年 5~9 月における透明度の推移をみると，

5~7 月には透明度が著しく低下し 8 月以降は透明

度が回復したが， CODとは連動しなかった(図 3)。

ヒメマス漁獲量をみると， 2003年秋~2004年春に

は比較的豊漁であった。国立環境研究所などとの共同

研究から十和田湖では，ヒメマス漁獲量が多い時期に

は，透明度の有意な上昇が観測されている。 2004年

の春季には比較的ヒメマス漁獲量が多いにもかかわら

ず，過去最悪の透明度となり，従来とは異なる結果と

なった(図4)。

50000 

0 

74 77 80 83 86 89 92 95 98 

湖内全域の水質の概況

公共用水測定計画に従い，青森・秋田両県では十和

田湖内 9 地点において 4~11 月に月 1 岡の頻度で，

3.2 

4 
年

図4 十和田湖におけるヒメマス，ワカサギの漁獲量の経年

変化 (1974.....2004;青森県水産総合研究センター内水

面研究所調べ)

に戻している渓流水であるO 残りの測定点、は比較的大

きな河川の湖水への影響等をモニタリングする測定点

表層と水深 5mの水質測定を行っている O 湖心(中

央)と子ノ口前面は環境基準点で，残り 7地点は補助

点である O この補助点をみると， St-1は，ホテル，

民宿などの観光施設が多い休屋地区からの生活・観光

排水などの人為的な影響を， St-6は青撫における発

電用取水と逆送水の影響をモニタリングする地点であ

るO 逆送水とは.十和田湖では月毎の水位が決められ

(図 1) 0 と考えられる
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主に春季と秋季に水位を確保するために湖内ており，
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十和田湖全域における水質の概要

2004年5月31日 2003年(全域)
項目
平均(最小~最大) 平均(最小~最大)

透明度 4.4 (4.0 ---4.5) 9.8 (5.0---12.5) 

COD 1.9 0.6 ---2.1) 1.3 0.0 ---2.0) 

TN  0.08 (0.05---0.13) 0.09 (0.07---0.16) 

TP 0.005 (0.004---0.007) 0.003 (く0.003---0.005) 

Chl-a 7.0 (5.7 ---8.5) 0.9 (<0.2 ---3.2) 

表 1

5 

O 

-hJV 

注 1)単位透明度:m， Chl-a ぃg/L，
他の項目:mg/L 

注 2)2003年度のTN，TP及V'Chl-aは表層のデー

タ，残りは表層と水深 5m層のデータを用い

た。

-10 

図5 十和田湖おける2003年4月1日-8月31日及び2004

年 4月1日-8月31日の平均気温と気温差の日変動

(青森地方気象台休屋アメダスによる)
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2004年 5月31日に実施した湖内 9地点における表

層と水深 5m層の水質と 2003年度の公共用水測定計

画により実施した水質を比較すると， 2004年 5月31

日の湖内 9地点におけるCOD，クロロフィル-aと

もに高く，透明度も低下していたことから，今回の水

質悪化は湖内全域に発生した富栄養化現象といえる O

一方，富栄養化の原因物質である栄養塩類の窒素・リ

ンをみると， 2003年， 2004年ともにTNはほぼ同じ濃

度レベルであったが， 2004年にはTP濃度が高かった

(表 1) 0 

十和田湖では，通例，リンが植物プランクトン増殖

の制限因子である O これに関連する 1995---1997年度

図6 十和田湖定点における層別水温の日変動 (2003年4

月1日-8月31日)

の調査では， 1995 ---1996年にはヒメマス漁獲量が不

振であったが， 1997年にはヒメマス漁獲量が豊漁に

なり，透明度の上昇と植物プランクトンの減少に伴う

25 

20 

クロロフィルー aの低下と有意なTP濃度の低下が認

められた。 1997年と2004年のTP濃度をみると， 2004 

年はTP濃度が高かった。これはリンが植物プランク

トン増殖に起因する富栄養化を引き起こしたことを強

く示唆した。

3.3 気温及び水温の概要

平均気温の日変動をみると 4月---6月中旬は高低

を繰り返していたが 6月中旬以降は2003年に比べ

て気温が高く，特に 7月中旬---8月初旬には気温が

高くなる頻度が多く， 2004年は猛暑であった(図 5)0 

水温の日変動をみると 4月---5月初旬は全層で水

温はほぼ同じであったが，その後，徐々に水温が上昇

した o 2003年と 2004年の 7月以降の水深 5m層と
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図7 十和田湖定点における層別水温の日変動 (2004年4

月1日-8月31日)
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2004 10m層における水温の日変動パターンをみると，



年は水温差が大きかった(図 6，7)。

2003年と2004年における水深別の水温差の日変動

をみると， 2004年は水深15m~85m層では水温が高

目で，ほぼ同じ変動パターンであったが，水深 5m

層と 10m層で、は挙動が著しく異なっていた。

2004年 5 月中旬~7 月初旬は水深 5m層では2003

年に比較して水温が低目であったが，その後高目に反

転し 8月初旬には2003年より 6
0

C以上水温が高か

った。一方，水深10m層で、は5月中旬以降，水温が低

目に推移し， 7月中旬にはおよそ5
0

Cほど低かった O

2003年と2004年における水深 5m層と 10m層の水温

差の日変動をみると 7 月初旬~8 月初旬のほぼ一月

間での最大の水温差はおよそ10
0

Cと極めて大きく，

魚類，プランクトンなどの生物に及ぼした影響を検討

する必要がある。

また，猛暑であった2004年の水深10m層の水温が

冷涼であった2003年に比較して低かった要因として

河川水の水温が表層水，水深 5m層の湖水より低い

ため10m層に河川水が貫入したと考えら， 2003年と

2004年の表層~水深10m層では水温を巡る環境が著

しく異なっていた(図8)。
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図8 十和田湖定点における2003年及び2004年の層別水温

差の日変動

3.4 水位変動及び湖水，降水，河川の水質の概要

十和田湖では，かんがい・風致保全及び水力発電に

湖水を有効利用するため水位に関する協定が結ぼれて

いるD この協定では，基準水面を標高400mとし，最

高下限値1.66m( 5尺5寸)を差しヲ|いた標高398.24m

を利用水位Omとして，月毎の水位が決められてい

る(表2)0 

表2 協定による水位変動

月 日 水位 (m) 月 日 水位 (m)

6月1日 1.617 9月1日 0.987 

7月1日 1.527 10月1日 1.247 

8月1日 1.227 11月1日 1.337 

湖岸北東部の青撫(あおぶな)では水力発電用の取

水が行われている O 一方，協定に基づく水位を確保す

るため，主に春季と秋季に渓流水を湖内に戻している O

これを逆送水と呼んでいる O このため，十和田湖は天

然湖沼であるものの水位及び放流量が人為的に管理さ

れている湖である。

十和田湖における水・負荷量収支は降水，河川水，

青撫での水力発電用取水と逆送水及び子ノ口からの放

流水が大きく関与している O このうち，子ノ口におけ

る放流水量は毎年一定で，水位変動に及ぼす影響は同

じであることから，降水量と青撫での水力発電用取水

量と逆送水量から水位変動について検討した。

2003年と2004年の水位の日変動をみると， 2004年

4月の水位は低かったが，その後，徐々に上昇し 5

月下旬~7 月中旬の水位は 2003年に比べて水位が高

かった。 7月中旬以降の水位の低下が著しく，両年の

水位変動は大きく異なっていた(図9)。

水位差の日変動をみると，最大の水位差は 6月23

日の0.27mで、あった。急激な水質悪化が続いた2004年

5 月 20 日 ~7 月 10 日間の水位は，平均O.l4m (0.002 

~0.27m) 高かった(図 10) 。

降雨日数及び降水量をみると， 2003年は57日，

968mmで， 2004年は53日， 627mmで， 2004年は2003

年に比べて，少雨であった。水位が高く，水質悪化が

著しかった 2004年 5 月下旬~7 月中旬の降水状況と

降水量をみると 5月は降雨日数，降水量ともに多か

ったが 7月以降は降雨日数，降水量ともに少なかっ

た(図11)0

青撫における発電用取水量と逆送水量の日変動をみ

ると， 2003年 4月は発電用取水量が多かったが，

2004年4月は逆送水量が多かった。 2004年7月以降，

発電用取水量が多く，これが急激な水位低下の要因で，

十和田湖の水位変動に及ぼす発電用取水と逆送水の影

響は大きかった。なお，図ではプラスは発電用取水量

で，マイナスは逆送水量である(図12)。

青撫における流出入量差の日変動をみると， 2004 

年4月中旬から 5月初旬に逆送水量が多く 7月中旬

- 35 
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|ー←2003→ー20041

以降，発電用取水が多く，水位変動に反映された(図

13)0 

図9 十和田湖における水位の日変動

(2003年4月1日'"""'8月31日)

以上，急激な水質悪化が認められた2004年 5月下

旬~7 月中旬に起こった気温，水温，水位及び降水量

の状況と 2003年度の状況を比較すると， 2004年 5月

の水位上昇が2003年に比較して高かったことが両年

の大きな差であった。

それでは，この両年の水位差がどの様にして起こり，

水質にどの様な影響を与えたか?

2004年4月以降の水位上昇は 4月の水位が低かっ

たため，水位を上昇させるために逆送水を湖内へ多く

流入させたと同時に 5 月 ~7 月初旬には水位を確保

するため発電用取水による放流を抑制したことに起因

したと考えられた(表3)。これは，

内に流入した逆送水，河川水が湖外に放流されず， 11胡

この期間中に湖

内に貯留されたことになる。

この湖内に貯留された逆送水と河川水が水質悪化に

どの様な影響を及ぼしたが問題になる O

後述するように，今回の水質悪化には植物プランク

トンの増殖が大きく関与していることは明らかであ

るO 十和田湖では湖水中のリン，特に，生物利用可能

なリンであるリン酸態リン濃度は極めて低濃度で，植

物プランクトン増殖の制限因子になっているD 生物利

用可能なリンが植物プランクトン増殖を引き起こした
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2003年度と2004年度の水位差の日変動図10
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図11 十和田湖における降水状況と累積降水量 (2003年4

月1日'"""'8月31日及び2004年4月1日'"""'8月31日)

ことから，その発生源を明らかにすることが汚濁機構

解明と対策に繋がることになる。

1999~2000年に行った降水，河川及び漁獲を対象

とした負荷量調査6)では，十和田湖に流入する河川

はリン，特に，生物利用可能なリン濃度が高いという

特性がある(表4)0 

一方，湖内に流入した河川水中の生物利用可能なリ

ンは湖水中のシルト・粘土分に吸着，沈降し，底質中

N
N
.

∞
 

↑
F
.

∞
 

F

的目』
h

O
N
.
h
 

o.h 

∞N.c 

ト

F
.
@
∞.。
cN.目

的

-.m
寸
.
山

門

N
守

N
F
守

F
.
守

nu 
n
t
 

月日
15 

O 

r、J c"つ L1") CO 1""、 αコ Cコ宇- ~ c、d
~ ~ c'叫"<:t ~ c、4 に.0 .，.... c刈 cn c'叫(") .，.... c'、』
てf てt "<:tL1")L1")L1") COCOCO I""、 F、ト、 αコ αコ

0.4 
0.3 
0.2 

，....... 0.1 
E 0 
糊 -0.1
起 0.2
耗 -0.3
-0.4 
0.5 
-0.6 

10 

5 

(ω
・
凸
¥
め

E
)

E
U
 

図12 青撫における取水量と逆送水量の日変動 (2003年4

月1日'"""'8月31日及び2004年4月1日'"""'8月31日)
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表3 十和田湖における2003年及び2004年の水位等に関する総括表(上段:2003年度，下段:2004年度)

項目(単位)月 4月 5月 6月 7月 8月

気温 CC) 5.9 12.1 15.4 15.8 19.4 

5.2 12.2 16.6 20.9 20.5 

水温Om層 CC) 2.9 7.2 13.5 16.4 19.7 

5m 層 CC) 2.8 5.6 11.8 15.9 18.6 

3.1 5.3 11.0 18.1 21.4 

10m層 CC) 2.8 5.0 9.0 14.2 15.1 

3.1 5.1 8.9 11.4 14.0 

総降水量 96 (11) 48 (3) 239 (12) 206 (14) 379 (17) 

(mm;降水日数) 52 (8) 109 (l4) 148 (10) 118 (9) 229 (13) 

平均水位 (m) 1.401 1.577 1.299 1.201 1.108 

1.331 1.608 1.484 1.171 0.776 

流出入量 36.86 177.40 210.98 147.89 121.87 

(m3/D . S ) -75.4 119.82 201.63 308.73 289.98 

青撫取水量 100.05 (11) 178.83 (29) 214.92 (28) 152.38 (27) 125.71 (28) 

(m3/D . S ;日数) 9.11 (3) 127.17 (25) 208.04 (27) 308.73 (31) 294.46 (29) 

逆送水量 63.19 (19) 1.43 (2) 3.94 (2) 1.12 (4) 3.84 (3) 

(m3/D . S ;日数) 84.51 (27) 7.35 (6) 6.41 (3) 。 4.48 (2) 

表4 降雨，河川及び逆送水の水質 (1999'"2000) 

湖水 降雨 河川水 逆送水

降水量/流量

COD 

ss 
TN 

N4-N 

N03-N 

TP 

P04-P 

(mg/L) 

(mg/) 

(mg/L) 

(mg/L) 

(mg/L) 

(mg/L) 

(mg/L) 

1.4 (く 1-2.1) 

く 1

0.10 (0.08 -0.12) 

0.003 (く0.003-0.003) 

に堆積すること 7)が明らかになった。このため，河

川水中の生物利用可能なリンがすべて植物プランクト

ンに利用されることがないものの，河川が生物利用可

能なリンの主な供給源のーっと考えて良い。

また，河川が生物利用可能なリンの主な供給源と成

り得るとしても，河川水中の生物利用可能なリン量が

十和田湖の生物生産量を支えるだけの量に見合うかが

問題となる。

水位変動が大きかった2003年と2004年の4-5月の

水収支を概算すると， 2004年は2003年に比べておよ

そ1500万m3ほど水量が多く，このうち，逆送水量は

およそ250万m3，降水量はおよそ100万m九計およそ

350万m3で，残りおよそ1150万m3は河川水等に由来

すると見積もられた。

49.6 (1.4 -139.1) 0.043 (0.001 -0.58) 3.3 

2.6 (0.8 -7.9) 2.5 (0.7 -10.4) 1.8 

3.7 (0.2 -27) 4.4 (0.2 -36.5) 8.6 

0.64 (0.14 -2.8) 0.24 (0.08 -0.53) 0.25 

0.24 (0.01 -1.3) 0.01 (<0.01 -0.20) 0.01 

0.18 (0.007 -0.90) 0.11 (く0.003-0.25) 0.12 

0.021 (<0.003 -0.084) 0.033 (く0.003-0.091) 0.013 

0.011 (<0.003 -0.032) 0.021 (<0.003 -0.075) 0.004 

十和田湖の湖面積は61.07km九平均水深71.0m，湖

容積は42億m3と見積もられている D 水位差の最大は

0.27mで，これは1650万m3に相当し，ほぼ妥当な値

といえる。

37 

2001年5月16日-5月30日の融雪期に流入53河川

を対象に行った流量調査では全流量は1.94m3/sで、あっ

た(未発表)。このことから，晴天時では 2m3/s 

(l72，800m 3 I d >を越える事はなく，およそ10日相当

の河川水が多く流入したと見なされた。

この流入した河川水中の生物利用可能なリンが湖水

に及ぼした影響は不明であるが，ヨーロッパではリン

削減対策に基づく貧栄養化 (oligotrophication)によ

り湖沼水質改善8)が行われている。

十和田湖の集水域は外輪山を取り巻く集水域と逆送



優占した植物プランクトンは珪藻類 Fragilariacro-

tonesisで，出現細胞数の90%以上を占めていた。通

例，十和田湖では春季に珪藻類を主としたブルームが

起き，夏季には植物プランクトンが減少するという変

動パターンを示すが， 2004年春~夏季に珪藻類

Fragi1aria crotonesisのブルームが長期間続き，

までの植物プランクトンの出現パターンとは異なって

水が流入する青撫の集水域から成っている O 従来，外

輪山を取り巻く集水位域は，十和田湖は国立公園内に

これ

年月日5
0
5
D
5
β
 

2
2
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1
0
0
 

いた。

あり，集水域の98%以上がブナ，

然林で，開発行為が著しく制限されていることなどか

ら自然環境が良好に保全されていると見なされて，河

川や森林などの自然系の汚濁には言及されなかった。

また，逆送水の影響については評価が定まっていない

が，青撫集水域は外輪山を取り巻く集水域面積を上回

ること，近年，放牧地が放棄されることが多くなって

いることなど，新たな問題も発生している O

今回の汚濁事例は河川や森林などの自然系及び放牧

地からの生物利用可能なリンによるノンポイント汚濁

の可能性を強く示唆していること 9)から，森林，河

川，放牧地などに着目したノンポイント汚染対策が重

要な課題となろう。
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水質及び植物プランクトンの鉛直分布

T-CODの鉛直分布をみると， 2004年6月24日は
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十和田湖における層別のT-CODの鉛直分布

(2003年5月9日......2004年9月15日)
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表層--85m層ではT-CODは1.6--2.2mg/Lで， 1973 

年以降，最も高い値であった。また， 2004年5月31日

に行われた湖内全域の表層と水深5m層のT-CODと

ほぼ同レベルであることから，今回の水質悪化現象は

湖内全域，全層の広範囲に亘る汚濁であった。

一方， 9月15日には幾分高目であるものの，

CODはほぼ元のレベルに回復したことから，今回の

急激な水質汚濁は一過性ものと考えられた(図14)

湖沼，海域などの閉鎖性水域で問題となっている難

分解性溶存有機物と関連すると考えられるD-CODの

鉛直分布をみると， T-CODが元のレベルに回復した

9月15日の表層--30m層では高い傾向にあり，

T-

水深

十和田湖における層別のD-CODの鉛直分布

(2003年5月9日......2004年9月15日)
図15

長期

聞の影響が懸念された(図15)0

TNの鉛直分布をみると， 2004年4月16日がTN

0.25 --0.37mg/Lで，湖内のTN濃度としては極めて

高い濃度であったほかは，ほぼ同じレベルの濃度であ

年月日

TN (mg/U 

E
回∞
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D

a
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った(図16)0

TP濃度の鉛直分布をみると， 2004年6月24日の表

層--30m層で、は， TP濃度が高かった(図17)0

層別の植物プランクトン細胞数の鉛直分布をみる

と， 2004年は植物プランクトン細胞数の増加が著し

かった。 4月--9月の季節変動をみると，

を示したが，鉛直分布はほぼTPの鉛直分布に類似し

たことからもリンが増殖の制限因子であったことの証

9月にはほぼ例年のレベルに復帰した

6月に最大

図16 十和田湖における層別のTNの鉛直分布

(2003年5月9日......2004年9月15日)
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左といえる。

(図18)0
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青撫における取水時及び逆送時の形態別COD
の推移 (2003年4月18日)

取水時(9:45-10目20)

図19a

7J<~:栗

図17 十和田湖における層別のTPの鉛直分布
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青撫における取水時及び揚水時の形態別COD

の推移 (2004年4月21日)

取水時(7・50-8:51) 

図19b
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2004年

発電用取水と逆送水の水質

2003年4月は発電用取水が多く， 2004年4月は逆

送水が多く，両年では青撫における水管理が異なり，

これが水位変動，更には，水質に大きな影響を及ぼし

たと考えられたことから，取水時と逆送時の水質につ

いて検討した。

形態別CODについてみると， 2003年は取水時，逆

送時ともにほぼ同じ濃度レベルで，逆送水の影響は認

められなかった(図19a)0一方， 2004年は逆送時の

流出口及びネット Omで、は懸濁態COD，溶解性COD

ともに高く，逆送水の影響と考えられた(図19b)。

ネット xmはネットから湖心延長線への距離を
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青撫における取水時及び逆送時のTNの推移図20
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た(図21)0
E
O由
，

-
n
d
T

2004年

青撫における取水時及び逆送時のTPの推移

E
D
'
-
h
J
T
 

ロ
ベ
召
提

E 
Cコ
てt

.L 
r、
特

2003年

E
D
Nム
h
d
T

ロ
ノ
ヘ
坦
旧
民

図21

従来，逆送水が湖水のCOD，TN， TPなどに及ぼ

す影響については評価が定まっていなかったo 2004 

年の逆送水調査から逆送水の影響が無視出来ないこと
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が示唆された。

3.6 MBOD試験

微生物を利用して水中の生物利用可能な有機物，窒

素，リンを定量，あるいは，増殖の制限因子を評価す

る試験法に中本の提唱するMBOD法10)がある O この

MBOD試験は100mLフラン瓶に組成液0.2mLを添加

した後に培養を行う以外はBODと同じ試験法である

ことから，簡便性に優れ，生物の立場から栄養塩類を

定量評価するのに最良な試験法と考えられる O

この組成液中の鉄，カルシウムがリンと吸着-溶出

反応を起こし，測定値に誤差を生ずる可能性がある

(表5)。十和田湖水を用いた比較試験では，差が認め

られなかったことから，改変した組成液を用いた(表

6) 0 

表5 MBOD法に用いるストック駅の組成(原法)

バイオアッセ 添加楓ストック液， 測定しようとし

イの種類 lOOmL中の量) ているもの

MBOD グルコース 2g 利用可能有機物

CaClz・2HzO O.7g 

FeEDTA lOmg 

MBOD-N KHzP04 O.33g 利用可能有機物

グルコース 2g 

MgS04・7HzO 2 g 

CaClz・2HzO O.7g 

FeEDTA lOmg 

MBOD -P KN03 3.8g 利用可能リン

グルコース 2g 

MgS04・7HzO 2 g 

表6 添加液の組成(変法)

バイオアッセ 添加瀬ストック液， 測定しようとし

イの種類 lOOmL中の量) ているもの

MBOD グルコース 2g 利用可能有機物

MBOD-N 
KHzP04 O.33g 

利用可能有機物
グルコース 2g 

MBOD-P 
KN03 3.8g 

利用可能リン
グルコース 2g 

定点におけるMBODの鉛直分布をみると，多くの

場合，リン添加のMBOD-N値が大きいことから，十

和田湖ではリンが微生物増殖の制限因子となっていた

(図22a)0 この傾向は植物プランクトンを用いたAGP

試験でも同じ傾向にあったことから(未発表)，十和

田湖では生物利用可能なリンが微生物，植物プランク

トン増殖の制限因子であると考えられた。一方， 2004 

年6月25日のMBOD値の鉛直分布をみると，表層及

40 
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図22a 十和田湖定点におけるMBOD法試験
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図22b 十和田湖定点におけるMBOD法試験

<2004年 6月25日〉

び、50m，80m層ではMBOD-N値が高く， 5 ---30m層

ではMBOD-N，MBOD-Pの両者はほぼ同じ値であ

った(図22b)oこのことは，表層及び、50m，80m層

では生物利用可能なリンが制限因子になっているとと

もに，硝酸'1主窒素が高かったことを示した。 5""'30m 

層ではMBOD-N値， MBOD-P値ともに低く，ほぼ

同じ値であったことは，生物利用可能な窒素，リン濃

度が低かったことを示した。これは， 2004年6月に

は，表層から下層までは河川水に由来する生物利用可

能な窒素，リンが通常よりも高く， 5 ---30m層では

植物プランクトン，微生物により生物利用可能な窒素，

リンの両成分が効率良く利用されたためと考えられ

た。

通例，十和田湖では，生物利用可能な窒素，リンの

形態である硝酸性窒素，リン酸態リンともに化学分析

では検出下限値か，これを僅かに上回る低濃度である

が， MBOD試験では顕著な差が認められたことから，

極低レベルの硝酸性窒素，リン酸態リンのモニタリン

グに最適な試験法といえる O



4.まとめ

十和田湖では， 2004年春~夏季に湖内全域におい

てCODが2mg/L前後，透明度が4m前後となり，

急激な水質悪化が認められた。この要因を明らかにす

るため， 2003年及び2004年の 4月1日--8月31日間

の水位などの物理的因子が水質に及ぼした影響につい

て検討した。

その結果，

(1) 2004年5--7月のCODは，ヒメマス漁獲量が

比較的豊漁であったにもかかわらず， 2 mg/L前

後となり， CODの上昇が著しかった。 7月中旬

以降，水位低下に伴いCODがほぼ元のレベルに

回復した。

(2) これに伴い， 2004年5--7月の透明度も 4m

前後となり，透明度の低下が著しかったが 7月

以降，透明度が上昇した。

(3) CODの上昇と透明度の低下が著しかった 5月

と6月のTP濃度が高かった。

(4) 猛暑であった2004年7月と冷涼であった2003

年 7月の水深10m層における水温をみると，

2004年7月の水温が低かった要因として，河川

水の影響が考えられた。

(5) 2003年と2004年の水位をみると， 2004年4月

は水位が低かったが，その後，徐々に上昇し 5

月中旬から 7月中旬には水位が高かった。 7月中

旬以降，水位が急激に低下した。

(6) 2004年の水質悪化は水位が上昇した時期に発

生し，水位の低下とともに水質が回復したことか

ら，水位変動が水質に大きな影響を及ぼしたと考

えられた。

(7) 青撫における発電用取水と逆送水の状況をみる

と， 2004年4月に逆送水の湖内への流入が多く，

5月には発電用取水が少なかったことが水位の上

昇を招いたと考えられた。一方， 7月中旬以降，

発電用取水が多く，急激に水位が低下した。

(8) 水位が上昇した2004年4--5月には，植物プ

ランクトン増殖の制限因子である生物利用可能な

リンに富む河川水が貯留されたと考えられた。

(9) 2004年4月 6月には，河川から供給された

生物利用可能なリンを栄養源として，珪藻類

Fragilaria crotonesisが著しく増殖したことが，

急激な水質悪化を招いたと考えられた。

(10) 2004年4月の逆送水調査では， COD， TN， 
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TPともに高く，逆送水の湖水への高濃度排出が

認められた。

川 水質悪化が著しかった2004年 6月24日の

MOBD試験において水深 5m--30m層では

MOBD-N値， MOBD -P値ともに低く，ほぼ

同じ値であったことから，生物利用可能な窒素，

リンに富む河川水の貫入が考えられた。

十和田湖では， 1973年以降，公共用水測定計

画に従い，水質モニタリング調査を行っている O

十和田湖の水質は下水道の整備，ヒメマス資源対

策などにより，近年の水質は横這い，或いは，改

善傾向にあった。しかしながら， 2004年の春~

夏季には， CODが2mg/Lを越え，透明度も 4m

を下回る状況になった。

十和田湖では，水位に関する協定により水管理

が行われている o 2003年と2004年における水位

状況をみると，水位が高かった時期に水質悪化が

起こり，水位の低下とともに水質が回復したこと

から，水位変動が水質に大きな影響を及ぼしたこ

とが示唆された。 2004年の水位上昇は，逆送水

の湖内への流入と発電用取水の抑制によって超こ

ったもので， 2003年に比べて逆送水と河川水が

多く流入，貯留されたことが考えられた。一般的

に，湖の水質悪化，すなわち，富栄養化は植物プ

ランクトンが窒素，リンなど栄養塩類を利用し，

増殖することによってもたらされる。十和田湖で

は，リンが植物プランクトン増殖の制限因子とな

っている。一方，十和田湖に流入する河川水は生

物利用可能なリン濃度が高いという水質特性をも

っている。今回，優占した植物プランクトンは珪

藻類 Fragilariacrotonesisで，出現細胞数も多か

った。これは，湖内に流入，貯留した河川水中の

生物利用可能なリンを栄養源として増殖したため

と考えられた。

従来，降雨時における土壌流出由来の河川水中

のCOD，窒素，リンの濃度，負荷量ともに大き

いことから，降雨時での河川対策の必要性を述べ

てきた。しかしながら，今回の長期間に亘る水質

悪化は，晴天時に発生した事例であると見なして

良い。これは，河川，森林などの自然系と青撫集

水域での放牧地からノンポイント汚染が進行して

いる可能性を示している O 今後，これらの評価と

対策を構築することが必要である。
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Abstract 

Effect of the Water Level 00 the Water Quality io Lake Towada (2004) 

H司imeMikami， Ryuji Hanaishi， Noriko Tsushima， Naofumi Nozawa， Kaori Kudo， 
Shun Narita and Akira Matsuo 

From the spring to the summer of 2004， despite good catches of kokanee， a drastic increase in the COD levels and a decrease in the 

secchi disc transparency were observed over an extensive period of time in Lake Towada. 

A comparison of the water levels from April to August of 2003 and 2004 indicated that late in May to early in July 2004， the water 

level was higher and the deterioration of water quality was more pronounced than over the same time period in 2003， and that the 

water quality recovered as the water level dec1ined. Based on this observation， it was suspected that the bioavailable phosphorus-

AJrich river water had f10wed into the lake， became stagnant， and consequently contributed to a growth of diatom， Fragilaria 

crotonesis， which were sustained by the bioavailable phosphorus. It is important that nonA]point source pollution investigations of 

natural sources， such as forests and rivers， and grazing land sources are conducted， focusing on the bioavailable phosphorus， and 

providing measures for reducing the bioavailable phosphorus levels. 

Key words: lake， eutrophication， water level， phytoplankton and bioavailable phosphorus. 
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青森県環境保健センター研究報告 15， 45 -47， 2004 

県内で発生したサルモネラ食中毒の分子疫学的解析

和栗 敦 川口 愛 大野譲治 阿部幸一

定点機関で分離されたサルモネラ属菌相互の関連性を把握し，原因食品究明の一助とするためにパルスフィールド・ゲル電気

泳動法 (PFGE)による分子疫学的解析を行った。その結果，県内のSEによる食中毒は少なくても 4種類の起源が異なるSEに汚
染された食品が原因で発生したことが推測された。

Key words : molecular epidemiology， PFGE， Salmonella 

1 .はじめに

青森県環境保健センターでは，細菌検査施設を有す

る医療機関及び民間臨床検査センターのうち地域別に

10定点機関から病原菌の検出状況を収集し，統計的

解析を行い，毎週「病原微生物検出情報jとして

Web上で、公開している O

定点機関でのサルモネラ属菌の分離状況は2001年

の224件に対し， 2002年は182件と減少したが， 2003 

年は第16週以降増加し，第21週には前年同週の 2倍，

さらに第28週には前年同週の 3倍の184件となった。

(図 1) 

また，県内のサルモネラ属菌による食中毒発生状況

は2002年の 1件から大幅に増加し 9件の発生とな

った。(表1) 

そこで，定点機関で分離されたサルモネラ属菌相互

の遺伝子的関連性を把握し，原因食品究明の一助とす

るためにパルスフィールド・ゲル電気泳動法 (PFGE)

による分子疫学的解析を行った。

件数I-4-2003年(535件) ---2002年(182件) 士 2001年(224件)I 

00 ， ~ 

40 

30 

20 

10 

。
1 4 7 10 13 16 19 22 25 28 31 34 37 40 43 46 49 52週

図1 県内定点機関におけるサルモネラ菌の分離件数

表 1 サルモネラ属菌による食中毒発生状況

青森県 全国

事件数 患者数 事件数 患者数

2003年 95 350 6.517 
2002年 50 465 5.833 
2001年 3 29 361 4.949 
2000年 4 19 518 6.940 
1999年 5 1.652 825 11.888 

2.方 法

2.' PFGE解析用菌株

2003年6月下旬から 9月末までの期間に定点機関

で分離されたサルモネラ属菌株を収集し，Salmonella 

Enteritidis [09 : g， m :一J(以下SEと記載)と確

認された100株と，集団食中毒事例で分離されたSElO

株 (2003年9件， 2004年 1月に発生 1件)を使用し

た。

表2 定点機関で分離されたサルモネラ属菌

(2003年6月"""'9月)

血清型名

09(5. Ente此ids)

04(5.-r川lnunu叶也

07(5.0聞 len加巴Inf加tis他

08(5.Newpord也

計

遡一警一一
4
一一3
一一お

2.2 PFGE法による解析

制限酵素 Bln1処理後にPFGE解析を行った。電

気泳動条件は以下のとおりである O
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PFGE装置:CHEF-DR m (Bio-Rad) 
電圧:6.0V / cm， 2.2 to 54.2秒(リニアー)19時間

温度:14
0

C (1 % SeaKem Gold Agarose， X 0.5TBE) 

画像解析ソフト:Fingerprinting Plus (Bio-Rad) 

3.結果

(1 ) 定点分離株100株をBio-Rad社の画像解析ソフト

Fingerprinting Plusを用いて系統樹を作成した結

果， PFGEパターンは①~④の4種類のパターンに

分類された。(図 2) 

また，集団食中毒事例で分離されたSE株につい

ても，上記の①~④のPFGEパターンの内，①に

2事例，②に 7事例，④に 1事例が同一又は近似の

パターンを示した。(図 3) 

(2) 集団食中毒事例(図 3)から分離されたSE10株

の内，レーン 3，4， 5， 7， 9， 11， 12は図 2

②のパターンと同一又は近似のパターンを示してい

。
た

②パターンのSE株が図 4で示すとおり，県内全

域で分離されていることから，県内全域で流通して

いる食品が原因で長期間に渡り，多くの下痢症患者

が発生したものと推測される O

(3) 6月15日に八戸市で発生した集団食中毒事例で

分離されたSE(1図3集団食中毒事例のPFGE像J

のレーン 6)と同一又は近似のパターンを示すSE

が6月下旬から 8月上旬にかけ，八戸市の定点機関

で8株，青森市の定点機関で4株，むつ市の定点機

関で 1株，野辺地町の定点機関で 1株，計14株

(図 2，図4④)分離されたが，弘前市の定点機関

では全く分離されなかった。

このことから，由来を同じくするSEに汚染され

た食品が集団食中毒発生以降も 1ヶ月以上に渡って

① (3株〕 母 (80株)

県南を中心に流通していたことが推測された。

(4) 図3集団食中毒事例のPFGE像レーン10，13は図

2定点分離株の①のパターンと近似のパターンを示

していた。

また，①，③共に弘前市のみから分離されている

ことから，食品の流通域が限局している又は，地域

に特有の食品などの地域特性の可能性が推測され

。
た

4.考 察

(1) PFGE法による遺伝子解析を行ったことにより，

県内のSEによる散発下痢症患者の発生は少なくて

も4種類の由来の異なるSEに汚染された食品が原

因で発生し，集団食中毒事例は由来の異なる 3種の

SEに汚染された食品が原因で発生したことが推測

された。

(2) 図2，②のPFGEパターンを示すSEが県内にお

ける食中毒及び散発下痢症患者発生の原因菌の主流

となっていたと思われた。

(3) ①，③については地域特性が推測された。

集団食中毒では， PFGE法はその有用性が認めら

れ分子疫学的解析法のデファクトスタンダード(標

準的解析法)としての地位を確立している O

集団食中毒発生時だけではなく，散発下痢症患者

のSEについてもPFGEパターンを解析しデータベ

ースを構築し，保健所等から得た患者情報と併せて

比較検討することにより，続発するSEに起因する

下痢症の発生防止及び食中毒の防止のために，より

的確な情報を保健所等に提供することが可能となる

と思われる O

終わりに，菌株収集に協力していただいた，県内

10定点機関の細菌検査担当者に深謝しEたします。

@(3宇朱) @(14ヰ朱)

図2 定点分離株の系統樹
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図3 集団食中毒事例のPFGE像
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青森県環境保健センター研究報告 15， 48 -50， 2004 

青森県における神経芽細胞腫

マス・スクリーニング結果(平成15年度)

川口 愛 金田量子

Results of Mass Screening for Neuroblastoma in Aomori Prefecture (Apri12003 -March 2004) 

本県では県内の生後 6~7 か月児を対象とした神経芽細胞腫マス・スクリーニング (MS) を実施している O 平成 15年度は

9，178人が受検し22人が要精査となり，そのうち2人が神経芽細胞腫 (NB)と診断された。 MS開始当初より平成15年3月末まで
で241，564人が受検し， MS発見症例は合計で32例となった。

Key words : neuroblastoma， VMA， HV A， mass screening 

1 .はじめに

本県では，昭和59年 12月から生後 6~7 か月児を

対象とした神経芽細胞腫マス・スクリーニング (MS)

を実施している。平成15年度は，固から神経芽細胞

腫検査事業休止の方針が示され，今後の対応を検討し

た結果，事業については平成16年度から休止するこ

ととなった。

ここでは，平成15年度MS実施結果と年度別検査実

施状況，及び小児慢性特定疾患申請状況の概要につい

て報告する O

2.検査方法

検査方法は，既報卜2)による。

また，現在のカットオフ値はVMA15μg/mgCRE， 

HVA26μg/mg CREとしている。

3.結果

3. 1 平成15年度検査実施状況

表1に年度別検査実施状況を示した。平成15年度

の初回検査件数及び初回検査率はそれぞれ9，178件，

78.3%であり，過去6年間の初回検査件数及び初回検

査率に比較し低いが これは年度途中の 2月末日で

MSを休止したものによる O

平成15年度の再検査は646件で，再検査率は7.0%

であった。このうち，不備検体による再検査は305件

で再検査の47.2%を占めた。不備で再検査となった原

因としてはクレアチニン低値が最も多く， 91.8%で，

次いで検査ろ紙の汚染等が6.6%であった(表2)0 
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平成15年度に医療機関で精密検査を受けた乳幼児

は22人であった。そのうち 2人がNBと診断され，平

成15年度における患児発見頻度は， 4，589人に 1人と

なった。

昭和60年度から平成15年度までの検査総数は，

255，458件(初回検査241，564件，再検査13，894件)で

あった。 HPLC同時測定法(平成9年度以降)採用後

に精密検査となった乳幼児は186人で，その結果18人

がNBと診断されている O この間の息児発見頻度は

4，364人に 1人であり， MS開始当初からの発見例は合

計で32例となり，発見頻度は7，549人に 1人となった。

3.2 平成15年度のNB患児発見例

表3に平成15年度に新たに発見されたNB患児の概

要を示した。

症例NO.31は，初回検査でVMA，HVAともにかな

り高値であったため，初回で要精検となった症例で，

精査により NBと診断された。症例NO.32は，初回検

査，再(再々)検査においてVMA，HVAともにカッ

トオフ値を超えた症例で， VMAの値が徐々に高くな

る傾向がみられた。

3.3 小児慢性特定疾患申請状況

表4に平成15年度に申請のあった小児慢性特定疾

患申請状況 (NBの集計のみ)を示した。

この結果によると，延べ届出総数は44件，届出人

数は34人であり，届出数は過去3年間で最も多かっ

た2-3)。患児の多くはMSにより発見されているが，

MS受検前に発病した例， MS正常で，後に発病した



例などもみられた。

4.まとめ

人が医療機関で精密検査を受けたが，そのうち 2人

が新たにNBと診断された。平成15年度における患

児発見頻度は， 4，589人に 1人であった。

(1) 平成15年度の初回検査件数及び初回検査率はそ

れぞれ9，178件， 78.3%であった。前年度と比較す

ると，ともに減少しているのは年度途中でMSを休

止したものによる O

(3) MS開始当初からの発見例は合計で32例となり，

患児発見頻度は7，549人に 1人となった O なお，

HPLC同時測定法が導入された平成9年度以降の発

見頻度は4，364人に 1人であった。

(2) 初回検査及び再検査を受検した乳幼児のうち22

表1 年度別検査実施状況

年度 初回検査 再検査陣 要楕検居、児数適中率患児発見率

対象者数〈旋酎牛数初回検査率要精検検査件数開食査率宴精検 総数

S60年度吋18年度
小言十 187，891 163，006 86.8 9，228 5. 7 105 105 14 13. 3 1 / 11， 643 

， 

9年度 13，606 12，222 89.8 663 5.4 24 24 4.2 1 112，222 

10年度 13，595 12，105 89.0 623 5. 1 16 17 5. 9 1 112， 105 

11年度 13， 147 11，639 88.5 2 666 5. 7 37 39 2.6 1 /11，639 

12年度 12，921 11，072 85. 7 4 559 5.0 15 19 3 15. 8 1 / 3， 691 

13年度 12，889 11，146 86.5 4 699 6.3 20 24 3 12. 5 1 / 3， 715 

14年度 12，434 11，196 90.0 6 810 7.2 35 41 7 17. 1 1 / 1， 599 

15年度 11， 723 9，178 78.3 2 646 7.0 20 22 2 9.1 1 / 4，589 

四年度吋115年度
90，315 78，558 87.0 19 4666 5. 9 167 186 18 9.7 1 / 4，364 

小言十

一
総計 278，206 241，564 86.8 19 13，894 5.8 272 291 32 11 1 / 7，549 

*:対象者数は、人口動態統計の年次出生数 ** :酎食査は、二次検査及びi三肘食査を示す。

表2 不備検体内訳

不備検体とした理由 件数

クレアチニン低値 (30μg/m 1未満) 280 (91. 8%) 

ろ紙の汚染等 20 (6.6%) 

クレアチニン高値 (1000μg/m1以上) (0. 3%) 

バナナ摂取による偽陽性 2 (0. 7%) 

日数経過検体 (0. 3%) 

月齢不足 (4か月) (0. 3%) 

計 305 (100%) 

表3 平成15年度MSIこより発見された患児の概要

H15年度 MS最終 MS結果(初回 (2回目 3回目)
症伊ー~No. ，~，生別 診断結果原発音同立

No. 判定月齢 刊仏 町A 刊仏 同TA 刊仏 HVA 
治療

31 男 6 54.8 46.0 実施せず 実施せず

2 32 男 7 18.3 28. 1 20.4 27.6 24.2 27. 1 

※カットオフ値:刊仏 15μg/昭 CRE、町A26μg/mgCRE 
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NB 

NB 

右副腎無治療経過観察中

縦隔 無治療経過観察中



表4 小児慢性特定疾患申請状況の概要(平成15年度申請分、 NBの集計のみ)

1.延べ届出総数 6. MS実施の有無

44件 実施

未実施

2.届出人数 受検月齢前(未実施)

34人(複数届出. 8人) 不明

3.患者男女比 7 原発部位

男=19人，女=15人 副腎

(内訳

4.現在の年齢(歳) 縦隔

男 女 男女計 縦隔、右頚部

くl O 後縦隔

1-5 8 7 15 腹部

6-10 5 4 9 後腹膜

11-15 4 2 6 仙骨前部

16-20 2 3 肝右葉後面の神経節

>=21 

8.発見時の病期

5.患者所在分布

地区総数

東青地区

中弘南黒地区

10 (内訳:青森市10)

7 (内訳:弘前市4，黒石市1，

平賀町1，田舎館村1)

5 (内訳:五所川原市2，鶴田町1，

板柳町1，鯵ヶ沢町1)

7 (内訳:八戸市6，南部町1)

2 (内訳:むつ市2)

3 (内訳:三沢市2，十和田市1)

西北五地区

三八地区

むつ下北地区

上十三地区
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9.治療方法
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水質精度管理実施状況(平成15年度)

村上淳子 古川章子

平成15年度，県内で、水質検査を行っている検査施設9個所を対象として，水道水質に関する外部精度管理を実施し， X-R管理

図を基に評価を行なった。その結果，ヒ素については一部施設を除きおおむね良好な結果が得られたが，水銀については目標値

に比べ総じて低い値であった。

Key words : extemal quality control， X-R control chart， arsenic， mercury 

1 .はじめに

県内の水道水質検査を行う検査施設の分析精度とデ

ータの正確さを確保するとともに，分析結果の信頼性

を高めることを目的として，平成11年度から国の水

道事業体に対する精度管理要領に基づき県内の水道事

業体及び，各市町村が水質検査を委託している民間の

検査施設，公的機関を対象に当センターが試料を調整，

配布し結果をとりまとめる方式の外部精度管理を行っ

てきた。

平成11年度から14年度までに実施した精度管理の

結果は既に報告している1)2)ので，今回は平成15年

度に実施した精度管理の結果を報告する O

2.実施方法

2. 1 実施対象:県内 9検査施設

2.2 実施期間:平成15年10月14日.......11月26日

2.3 実施項目:ヒ素，総水銀

2.4 実施方法:各項目について 5回並行測定を行

ない，その結果及び平均値，分析方法，定量法，

検量線濃度，検量点の報告及び，分析フロー，分

析チャートの提出を求めた。

2.5 試料

(1) 試薬

添加用標準液:和光純薬1000ppm標準液

酸:和光純薬有害金属用

(2) 試料作成及び送付方法

ヒ素は0.0025mg/lとなるように， 1000mg/l標

準原液1mlを100mlに希釈した10mg/l標準液5

mlをホールピペットで正確に取り， 2Lメスフラ
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スコに入れメスアップ後， 20Lポリタンクに入れ

た。同メスフラスコで精製水18Lを正確に加え

20Lとし，充分混合した後， 10個に分配した。作

製した試料の均一性はF検定を行ない確認した口

F値は0.99で5%水準 (F4/ 4=6.39) より小さく

当試料は均一であることを確認した。

同様に水銀は O.OOOlmg/lとなるように

1000mg/l標準原液 1mlを100mlに希釈した

10mg/l標準液をさらに 1mlとり 100mlに希釈し

たO.lmg/l標準液20mlをホールピペットで正確に

量り，さらに硝酸20mlを2Lメスフラスコに入

れメスアップ後， 20Lポリタンクに入れた。以後

同メスフラスコで精製水18Lを正確に加え20Lと

し，充分混合した後， 10個に分配した o F値は

3.80でヒ素同様5%水準 (F4/4=6.39) より小さ

く当試料は均一であることを確認した。

これらの試料はクール宅配便により各施設に送

付するか，保冷剤を同封して，直接担当者に配布

した。

2.6 統計処理の方法

各施設から得られたデータから X-R管理図を作

成し，評価を行なった。

3.結果及び考察

X-管理図において中心線(実線)は各施設の平均

値の平均値を上部管理限界(一点鎖線)は目標値の

120%値，下部管理限界(点線)は70%値を示してい

るO

R-管理図において中心練は各施設の範囲の平均値

を，上部管理限界(一点鎖線)は平均値にn=5に対



応する係数2.116をかけた値，下部管理限界は Oを示

している O

(1)ヒ素

各施設の分析条件及び測定結果を表 1に示した。

9施設中3施設がICP-MS法を 4施設がフレーム

レス原子吸光光度法を 2施設が水素化物発生-原

子吸光光度法を用いて測定していた。

各施設の平均値は2.15~3.28μg/lで、平均値の平均

値は2.54μg/l， 標準偏差は0.026~0.149，変動係数

は1.20~4.55% と各施設とも比較的ぱらつきの少な

い結果であった。

x-管理図を図 1に示したが， No.4が目標値の
130%以上で上部管理限界を超えたが他の施設は

86.1 ~ 111.1 %で管理限界内にありおおむね良好な

結果であった。

R-管理図は図 2に示した。範囲の平均は0.154μ

g/lで，上部管理限界は0.327μg/lで， No.4がこの

値を超えた。他の施設はすべて管理限界内にあり良

好な結果であった。

測定方法別で比較すると フレームレス法での測

定施設の変動係数は 1~4%と施設によってばらつ

きが認められたが， ICP-MS法や，水素化物発生原

子吸光法での測定施設の変動係数はいずれも 1~

2%台とぱらつきの少ない結果が得られていた。

フレームレス法はいずれも同じメーカーの機器を

用いて測定していたが，変動係数(1 ~ 4 %)や平

均値 (2.15~3.28μg/l) に差が認められ，灰化や原

子化温度の差によるものかランプやキュベットの使

用頻度の差によるものか，あるいは標準液によるの

か，報告された数値からは原因を推定することはで

きなかった。

水素化物発生原子吸光光度法で測定した 2施設の

結果は，目標値に近くバラツキも少ない良好な値で

あった。

ICP-MSで測定した3施設の結果もバラツキは少

なかったが，目標値よりやや低い値であった。

(2) 水銀

分析条件及び測定結果を表2に示した。機器の不

調で測定できなかった 1施設を除く 8施設すべて

で，還元気化原子吸光法で測定していたが，定量は

ピーク高さ，ピーク面積， ABS，指示値と異なる

評価法を用いていた。

各施設の平均値は0.062~0.104μg/lで、平均値の平
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均値は0.082μg/lで，標準偏差及び変動係数はそれ

ぞれ0.0008~0.0182， 1.11 ~21 .1 %と低濃度だった

割には求められる測定精度10%を超えたNo.6以外

は，ぱらつきは少なかった。

x-管理図は図3に示した。目標値0.1μg/lに対し
平均値の平均値が0.082μg/lと総じて低い値であ

り 3施設が目標値の70%台で，目標値を上回っ

た施設はわずか 1施設のみであった。

1施設は変動係数が 1%台で、バラツキは少なかっ

たが，目標値の70%以下で下部限界を超えていた。

水銀は昨年度も精度管理を実施したが今年度同様

目標値よりかなり低い値の施設が多かった。 2)今回

は昨年度の 115の濃度であったこともあり，変動

係数も大きく，目標値を下回った施設が多くなった。

A社及びB社の機器を使用している施設が各4施設

あったがメーカーの違い，評価法の違いや定量年月

日による差いずれとも有意な差は認められなかっ

た。

No.6は測定値が徐々に減少しており変動係数も

大きくなっており，機器の安定性に問題があったの

ではないかと思われた。

R-管理図は図4に示した。範囲の平均値はO訓 26

μg/lで上部管理限界は0.0267μg/lである O 範囲の

最大，最小値で約2倍の差があった O 変動係数が

20%を超えたNo.6のみ管理限界を超えた。

濃度の如何によらず各施設とも目標値より低い値

が得られたのは，機器に由来するのか標準品に由来

するのかあるいは測定法に問題があるのか，吸着等

が考えられるのか各施設での更なる検討を望みた

し'0

4.まとめ

平成15年度は水銀及びヒ素について精度管理を実

施した。

(1) ヒ素については3種の測定法での報告があり，

フレームレス法による測定では測定条件等の違い

により 1~4%と変動係数に差が認められた。ま

た1施設が管理限界を超えた。

(2) 水銀については，平均値が目標値の70~120%

からはずれた施設は 1施設だ、ったが総じて低い値

を示し，前年と同様の傾向を示し，更なる検討が

望まれた。

(3) 水道法が改正され，基準項目も46から50に増



えた上，測定精度も確保するよう求められている

ので，検査実施者は常に機器管理に留意し，測定

の正確さ，精度を意識し，内部精度管理等も定期

的に行なうことを期待したい。
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表2 測定条件及び測定結果:Hg

施設No. 2 3 4 5 

測定法
還元気化原子 還元気化原子 還元気化原子 還元気化原子 還元気化原子

吸光法 吸光法 吸光法 吸光法 吸光法

定量法 検量線法 検量線法 検量線法 検量線法 検量線法

濃度評価 ピーク晶さ ABS 指示値 指示値 ピーク晶さ

加熱の有無 盤 有 無 無 有

検量点 5 3 3 

定量年月E H16.10.21 H16.10.21 H16.10.24 H16.10.16 H16.11.5 

測定値1 0.074 0.0753 0.061 0.0773 0.0750 

測定値2 0.070 0.0880 0.061 0.0773 0.0750 

測定値3 0.078 0.0838 0.063 0.0773 0.0812 

測定値4 0.077 0.0817 0.062 0.0754 0.0688 

測定値5 0.078 0.0753 0.063 0.0773 0.0812 

最大値 0.078 0.0880 0.063 0.0773 0.0812 
最小値 0.070 0.0753 0.061 0.0754 0.0688 
平均値 0.075 0.081 0.062 0.077 0.076 
標準偏差 0.00344 0.00553 0.0010 0.0008 0.00519 
変動係数 4.56 6.84 1.61 1.10 6.80 
範囲 0.008 0.013 0.002 0.002 0.012 

誤差 -0.025 -0.019 -0.038 -0.023 -0.024 

誤差率 -24.6 -19.2 -38.0 -23.1 -23.8 

回収率 75.4 80.8 62.0 76.9 76.2 
Zスコア -0.501 -0.071 -1.56 -0.380 -0.434 

μg/Iμg/I  

平均値

0.140 0.060 

0.120 ・
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。目040
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施設番号
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6 7 8 平均値

還元気化原子 還元気化原子 還元気化原子

吸光法 吸光法 吸光法

検量線法 検量線法 検量線法

ピーク晶さ ピーク晶さ 指示値

有 有 有

5 2 
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0.050 0.006 0.008 0.0126 
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-14.0 0.84 -7.80 -18.7 
86.0 104.2 92.2 81.7 
0.339 1.780 0.830 

2 3 4 5 6 78  

施設番号

図4 Hg R-管理図
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Genetic pathways of 'de novo' colorectal carcino-

mas with reference to fetaトtypeglycogen phospho・

rylase positive foci 

Kenji Shiomorj1， Shinya Shimada1， Takashi 

Marutsuka 1， Ichiro Hatayama and Michio Ogawa 1 

Int. J. Oncol.， 22， 65・74，2003.

胎児型グリコゲンホスホリラーゼ (BGP)を発現し

ている‘denovo'結腸癌で、p53とAPC遺伝子に高率に

変異が認められた O また， BGPを発現している微小

変異巣でもp53とAPCに高率の変異があることから，

この変異巣が‘denovo'結腸癌へ移行するものと考え

られる O

熊本大学医学部第2外科

Nrf 2ノックアウトマウス:肝臓，肺の解毒，酸化ス

トレス酵素の変化と薬物・発癌剤感受性

佐藤公彦1，畑山 一郎:分子呼吸器病， 7 (3) 81-87， 

2003. 

多くの薬物・毒物の解毒に関与する酵素群や抗酸化

酵素群の遺伝子発現を制御している転写因子Nrf2の

遺伝子ノックアウトマウスを用いて，発癌感受性や毒

物感受性の分子機構を概説した。

1 弘前大医学部保健学科

Prevalence of pandemic thermostabe direct 

hemolysin-producing Vibrio parahaemolyticus 

03:K6 in seafood and the coastal environment in 

Japan 

Yukiko Hara-Kudo1， Kanji Sugiyama2， Mitsuaki 

Nishibuchi3， Ashrafuzzaman Chowdhury3， Jun 

Yatsuyanagi4， Yoshimitsu Ohtomo， Akinobu Sait05， 

Hidetoshi Nagan06， Tokuhiro Nishina7， Hiroshi 

Nakagawa8， Hirotaka Konuma1， Michiko Miyahara1， 

and Susurr】uKumagai9 : Appl. Environ. Microbiol.， 

69，3883-3890，2003. 

食品と環境材料からのTDH陽性腸炎ビブリオ検出

法として， PCRによるtdh遺伝子検出と MPN法によ

る菌数測定法を行い，海産魚介類325検体中33検体か

らく 3--93細胞/gの菌の存在が証明され， 11菌株の

TDH陽性菌が分離された.このうち03:K6菌株は環

境由来のものと同一であり，環境にもpandemic菌株

の存在が証明された。
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国立医薬品食品研究所

2 :静岡県環境衛生科学研究所

3 :京都大学

4 秋田県衛生科学研究所

5 :埼玉県衛生研究所

6 :福岡県保健環境研究所

7 東海大短大

8 :東京顕微鏡院

9 :東京大学

近年の日本での腸炎ビブリオ分離株の推移や株の特

徴:特に東北地方一帯での研究成果を中心に

大友 良光，八柳 潤日本食品微生物学会雑誌，

20 (4)， 161-164， 2003. 

全国と東北地方の腸炎ビブリオ食中毒発生状況を比

較するとともに，分離菌株の推移と分子疫学について

まとめ，近年， pandemicクローンとして知られてい

る03:K6菌株による食中毒発生に警鐘を鳴らした。

秋田県衛生科学研究所

Detection， quantitation， and phylogenetic analysis 

of norovirus in Japanese oysters 

T.Nishida1， H.Kimura2， M.Saitoh2， M.Shinohara3， 

M.Kato4， S.Fukuda5， T.Munemura6， T.Mikami， 

A.Kwamot07， M.Akiyama8， K.Nishi9， K.Kozawa2， and 

O.Nishi08 : Appl. Environm. Microbiol.， 69 (10)， 

5782・5786，2003.

ノロウイルス (NV)の検出は， 2001年12月から

2002年 2月の聞に違う 2海域で収穫された生食用カ

キ191検体が集められた。検出はNVのcapsid遺伝子

をRT-PCRとリアルタイムPCRによる定量により，検

出遺伝子について系統樹解析を行った。 NV遺伝子は，

191検体中 17検体から検出され， genogroup 1 

(Norwalk virus type)が 3とgenogroupII (Snow 

Mountain virus type)が14であった。これらのカキ

からリアルタイムPCRによる定量検出では100コピー

以上が17検体中11検体であった。系統樹解析では両

方のgenogroupsで、広い遺伝子相違が示された。

山口県環境保健研究センター

2 群馬県衛生環境研究所

3 埼玉県衛生研究所

4 :群馬大学

5 広島県保健環境センター

6 :横浜市衛生研究所



7 鳥取県衛生研究所

8 :国立感染症研究所

9 :三重県科学技術振興センター

ウイルス性食中毒の病因

西尾治1，西香南子2，福田伸治3，西田知子4，

篠原美千代5，三上稔之，沖村容子6，新川奈

緒美7，杉枝正明円古屋由美子勺大瀬戸光明

10，鈴木宏11.臨床とウイルス31(3)， 163 -169， 2003. 

1997年 5月には小型球形ウイルス (SRSV:small

round structured virus)が食中毒の病因物質に加え

られた o 1997年当時，ウイルス検査は電子顕微鏡に

よる検査が多く行われていたことから，形態学的に球

形で，直径27---35nm前後の表面構造を有するものを

小型球形ウイルスと呼称していた。同様なウイルスに

はサッポロウイルス，アストロウイルスが存在するD

現在では食中毒様胃腸炎の集団発生事例(食中毒事例)

で行政的に小型球形ウイルスとしているものは殆どが

ノロウイルス (NV) を示しているO ウイルス性食中

毒事例の発生状況は， 2001年の食中毒事例を厚生労

働省のまとめでは，病原微生物別による事例数では細

菌が1，469事例，ウイルスが269事例であった。ウイル

スの268事例はNVで事例がA型肝炎ウイルスで

あった。

国立感染症研究所

2 三重県科学技術振興センター

3 :広島県保健環境センター

4 山口県環境保健研究センター

5 埼玉県衛生研究所

6 :宮城県保健環境センター

7 鹿児島県環境保健センター

8 :静岡県環境衛生科学研究所

9 :神奈川県衛生研究所

lO:愛媛県立衛生環境研究所

11:新潟大学大学院医歯学総合研究科

無菌性髄膜炎からの工ンテ口ウイルス71型の分離

三上稔之，石川和子，小笠原和彦，和栗敦，

阿部幸一:病原微生物検出情報， 24 (8)， 11，2003. 

エンテロウイルス71型 (EV7I)は， 2003年6月3

日と 13日に 5歳および8歳女児の無菌性髄膜炎患者

から採取された髄液，糞便，咽頭ぬぐい液より培養細

胞3種類でウイルスが分離され，最も強い感受性を示

したRD細胞を用いて中和試験により同定した結果，

抗血清EV71BrCrとEV71C-7-Aでは全く中和され

ず，抗岩手血清により中和され，病因はEV71である

ことを明らかにした。

市販生食用カキのノロウイルス汚染状況

西田知子1，野田衛2，三上稔之，篠原美千代

3，春木孝祐4，大瀬戸光明5，加藤由美子町秋

山美穂、6，西尾治6 病原微生物検出情報， 24(12)， 

9，2003. 

ノロウイルス (NV)による食中毒の主な原因食材

である生カキについて， NVの汚染状況を調査した。

10月から4月までの採取したカキからはGIまたは

Gllで陽性を示したのは， 23/209 (11%)であった O

同一ロットのカキでも陽性と陰性のものが混在してい

たo 12月から 3月の問での生食用カキでは， 23/173 

(13%)からノロウイルスが検出され，この時期の食

中毒発生事例とカキのNV汚染との関連性が強く示唆

された。

山口県環境保健研究センター

2 広島市衛生研究所

3 埼玉県衛生研究所

4 :大阪市立環境科学研究所

5 愛媛県立衛生環境研究所

6 国立感染症研究所

2保育園におけるノ口ウイルス感染による胃揚炎集団

発生

三上稔之，石川和子，小笠原和彦，阿部幸

一:病原微生物検出情報， 24 (12)， 14 -15，2003. 

2003年10月15日141名中49名， 23日には90名中44

名と連続して 2ヶ所の保育園で幅吐，発熱症状を伴う

食中毒疑い集団発生があり，両施設の複数の発症者か

らノロウイルスgenogroupIIが検出された。感染源，

感染経路については，解明に至らず感染症と断定され

。
た

Anti-metastatic sctivity of an apple polyphenol 

crude fraction against human Ha ras-transformed 

metastatic mouse tumor (r/m HM-SFME-1) cells 

Kazuo Ryoyama1， Yoshitaka Shimotai 1 ， Taichi 

Higurashi 1 ， Tomoki Kokufusa 1 ， Yumi Kidachi 1 ， 

Hideaki Yamaguchi 1 and Ichiro Hatayama : 

CancerTherapy， 2，39・46，2004.

肺への高転移'性を示すrlmHM-SFME-1細胞のマ
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ウスへの移植は0.5%りんごポリフェノール (AP)の

投与で著明に抑制された。 Invitroの実験結果は， AP 

は上記細胞の MMP-9産生やマクロファージの

VEGF発現を抑えることで抗転移活性をあらわすこと

を示唆する O

青森大工学部遺伝子工学科

Buthionine sulfoximine inhibits cytopathic effect 

and apoptosis induced by infection with human 

echovirus 9 

T.Mikami， N.Satoh， I.Hatayama， and A.Nakane1 . 

Arch. Virol.， 149， 1117・1128，2004.

GMK培養細胞においてエコーウイルス 9(E 9 )の

増殖および増殖によるアポトーシス誘導に対する

buthionine sulfoxmine (BSO)の影響について検討し

た。結果， 100μM BSOでウイルス増殖による細胞変

性効果 (CPE)およびアポトーシス誘導が抑制された。

ポリオウイルス 3，コクサツキーウイルスB5， AlO 

およびA16のエンテロウイルス群の感染によりアポト

ーシスを誘導するがE9同様にBSOにより抑制された。

この結果からBSOによるアポトーシス抑制は，エン

テロウイルス群共通経路への活d性により抑制されたこ

とが示唆された。

弘前大学医学部細菌学

An outbreak of gastroenteritis during school trip 

caused by serotype G2 group rotavirus 

T.Mikami， T.Nakagomi1， R.Tsutsui2， K.lshikawa， 

Y.Onodera3， K.Arisawa4， O.Nakagomi4 : J. Med. 

Virol.， .73 (3) ， 460-464， 2004. 

2001年5月14日から18日までの急性胃腸炎の流行

は 3日間の修学旅行中に小学生(1l--12歳)107名

中45名の発症であった。病原検索の結果は， A群ロ

タウイルスが検出され，血清型がG2型で同一ウイル

ス株であった。

秋田大学

2 :薬務衛生課

3 :八戸保健所

4 長崎大学

最新のインフル工ンザ対策ー予防，診断，治療 介護

老人保健施設におけるインフルエンザワクチン接種，

早期診断・早期治療成績 (2001，....， 2002)を踏まえて

木村三生夫九堺春美九鈴木功2，三上稔之，

石川和子，筒井理華3，大友良光4，青井哲也

5 :臨床とウイルス， 32 (4)，251-265， 2004. 

わが国では，世界に先駆けてインフルエンザ総合対

策が可能となった。インフルエンザ予防接種，キット

による迅速診断，抗インフルエンザウイルス剤による

治療の3段構えの対策である。本研究では高齢者施設

におけるインフルエンザ総合対策の成果を検討した。

結果， 1997 --1998年シーズン以来，インフルエンザ

患者発生は激減し，現在まで，大規模な施設内流行は

見られず，予防接種を機軸としたインフルエンザ総合

対策の成果である。

東海大学

2 : (財)シルバーリハビリテーション協会

3 :薬務衛生課

4 :弘前大学

5 : (財)阪大微生物病研究会

2004年9月上旬に発生したノ口ウイルスによる食中

毒

三上稔之，石川和子，小笠原和彦，阿部幸一，

棟方美穂子1，冨吉篤弥九長峰光泰九小田桐

和枝1，小山田博也九小比類巻秀美病原微生

物検出情報， 25 (ll)， 22 -23，2004. 

2004年9月10日，例年になく早い時期に，青森市内

の飲食庖利用客が恒吐，下痢，発熱 (39
0

C) を主症

状として発症し，その病因がノロウイルス (NV)

genogroup II (G II )であることを明らかにした。発症

および非発症調理従事者からもNVのGIIが検出され

た。 1人が有症状態で調理作業に従事していたことと，

非発症調理従事者で 5人中 3人からGII遺伝子が検出

され，不顕性感染状態で調理作業に従事していたこと

などから，食品を汚染したものと考えられ，食中毒と

断定された。

1 青森保健所生活衛生課

青森県におけるつつが虫病の発生状況

三上稔之，石川和子，小笠原和彦，武沼浩子，

阿部幸一，竹本啓伸1，野村和夫病原微生物

検出情報， 26 (2)， 11-12， 2005. 

青森県における 5年間の発生状況は， 61件の発生

数がみられ，毎年10件前後で推移し，最も多い年は，

2001年の19件であった。また，つつが虫病の診断に

は，発症早期では O.tsutsugamushi遺伝子検出の

PCR法が有効であることが示唆された。

青森県立中央病院皮膚科
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ラット肝化学発癌のイニシ工ーションとプロモーショ

ンにおけるグルタチオンS-トランスフエラーゼP型

(GST-P)の得意な発現消長パターンと生化学的意義

佐藤公彦1，三浦富智1，畑山一郎:第23回分

子腫蕩マーカー研究会，名古屋市， 2003， 9 .24. 

ラット肝前癌病巣や肥大性結節および発癌起始細胞

に多量に発現してくる解毒酵素GST-Pに関し，発現

量と癌の悪性度の相関を調べた。結果は， GST-P発

現量は悪性度が進む(分化度が低下)につれて減少し

ていくことを示した。

弘前大医学部保健学科

グルタチオン S-トランスフエラーゼP型 (GST-P)

によるラット肝発癌ライニシ工ーションの素過程の検

討

佐藤公彦三浦富智早狩誠2，土田成紀三

畑山 一郎:第62回日本癌学会，名古屋市， 2003， 

9.25-27. 

「ラット肝化学発癌のイニシエーションとプロモー

ションにおけるグルタチオンS-トランスフエラーゼP

型 (GST-P)の得意な発現消長パターンと生化学的

意義」の要旨参照

1 弘前大医学部保健学科

2 弘前大医学部医学科第2生化学

Induction of single “initiated" cells positive for 

glutathione S-transferase P1・1(GSTP1-1) in the 

liver of cJun AA knock-in mouse by DEN 

Kimihiko Satoh1， Tohko Yonezawa1， Masaharu 

Sakai2， Hiromi Ikeda2， Ichiro Hatayama :第76回日本

生化学会，横浜市， 2003， 10.15-18. 

転写因子cJunノックインマウスの発癌剤DEN投与

による肝化学発癌過程において， GSTP 1 -1を発現

している酵素変異細胞数は野生型マウスと同様であっ

た。この事は，肝化学発癌過程におけるGSTP1 -1 

の発現にはcJunが関与していないことを示す。

弘前大医学部保健学科

2 北大医学部分子生物学

青森県環境保健センターでのISO取得の経緯と現状に

59 

ついて

畑山 一郎:平成15年度地方衛生研究所全国協議会

北海道・東北・新潟支部微生物研究部会総会，青森市，

2003. 10.23 -24. 

当所は， 2003年3月に国際規格であるISO/IEC17025

試験所認定を取得した。食品衛生試験分野については

公設試験研究機関として全国で最初である O 他の地衛

研の参照となるべく， GLP導入からISO取得にいたる

までの経緯，品質システムの内容，運営管理における

問題点等を述べた。

近年の日本での腸炎ビブリオ分離菌の推移や株の特

徴:特に東北地方一帯での研究成果を中心に

大友 良光:第24回日本食品微生物学会学術総会，

岡山市， 2003， 10. 2 -3 . 

腸炎ビブリオ散発事例の発生状況と海水などの環境

における腸炎ビブリオの汚染実態について調査した。

東北地方で、はpandemiccloneと称されている血清型0

3 : K6菌が1996年に患者から突然出現し，その後，

患者および環境から03:K6菌に加えて04: K68菌，

01 : K25菌などのpandemiccloneも出現したが， 0 

3 :K6菌に匹敵する流行は惹起されていない。 1999

年以降，腸炎ビブリオ散発件数は減少しているが今後

とも監視の継続が必要である O

鶏卵及び採卵廃鶏におけるサルモネラ属菌汚染状況

大友 良光:第86回日本食品衛生学会学術講演会，

盛岡市， 2003， 10.30 -31. 

サルモネラ属菌のリスクアセスメントの資料に資す

るため， 1992年から 1996年にかけて鶏卵が関与した

食中毒事件における鶏卵中のサルモネラ属菌の汚染菌

数を集計すると共に，養鶏場におけるサルモネラ属菌

の汚染状況を集計した。食中毒事件関連の鶏卵では高

率に汚染されていることが確認された。また採卵廃鶏

からは食中毒に関連する血清型を含めて多くの血清型

菌が分離され，食中毒との関連性が示された。

漁港とその周辺水域における陽炎ビブリオとデ口ビブ

リオの分布と潮汐との関係 豊里恵，三宅智子，

伊志嶺美紀，大友良光，岩出義人、杉山明，

熊津 教員杉:第37回腸炎ビブリオシンポジウム，

弘前市， 2003， 11. 6 -7 . 

漁港とその周辺水域における腸炎ビブリオとデロビ



ブリオの分布と潮汐との関係を調査した結果，漁港で

分離される菌は近くの河口から流出した菌であるこ

と，そして潮位差によって漁港に流出入する菌数に変

動がることが示された。

好塩性デロビブリオの系統分類

豊里恵，宮城まゆみ，伊志嶺美紀，大友良光，

岩出義人，杉山明，熊津教員:第37回腸炎ビ

ブリオシンポジウム，弘前市， 2003， 11. 6 -7 . 

好塩性デロビブリオについて， 16S-r RNA遺伝子

解析による系統分類を行った結果，好塩性デロビブリ

オは陸生，淡水性の菌とは異なり，外洋性や汽水性な

どのタイプに分類された。さらにTDH産生菌はTDH

非産生菌よりも好塩性デロビブリオに対する感受性が

高いことが判明した

フレキシネル赤痢菌血清型5a (Shigella flexneri 5a) 

による感染症例

木立健慈，川口愛，大野譲治，大友良光:第

23回青森県感染症研究会， 2003， 7 .12. 

「青森県環境保健センター研究報告， 14， 1 -4 ， 

2003Jの要旨参照。

インフル工ンザウイルスに対する農産物抽出成分の作

用

三上稔之，石川和子，筒井理華1，大友良光，

畑山 一郎:第57回日本細菌学会東北支部総会，秋

田市， 2003， 8.21・22.

農水産物の成分の中には，抗インフルエンザウイル

ス活性を示すのものがあり，その成分の有用性が検討

されてきている。我々は，種々の農水産物について抗

インフルエンザウイルス活性に関して検討した結果，

農水産物9品目のうちニンニクとながいもに抗インフ

ルエンザウイルス活性が存在することを明らかにし

。
た

1 薬務衛生課

市販生食用カキのノロウイルスおよびA型肝炎ウイル

ス汚染状況

西田知子1，野田衛2，三上稔之，篠原美千代3，

春木孝祐4，大瀬戸光明5，秋山美穂6，西尾

治6.第51回日本ウイルス学会，京都市， 2003， 

10.27 -29. 

生食用カキのウイルス学的安全性の確保は緊急の課

題となっており，ノロウイルス (NV) とA型肝炎ウ

イルス (HAV)の汚染状況を明らかにするために，

国内各地で市販されている生食用カキについて調査を

行った。 12----3月採取の生食用カキの13.3%からNV

が検出され，冬季のNV食中毒の原因となっているこ

とが推察された。同一ロット中に様々なNV汚染レベ

ルのカキが含まれていることが明らかとなった O

HAVでは 1例のカキから検出され，調査の継続が示

唆された。

山口県環境保健研究センター

2 広島市衛生研究所

3 :埼玉県衛生研究所

4 :大阪市立環境科学研究所

5 愛媛県立衛生環境研究所

6 国立感染症研究所

全国各地で発生したノロウイルス (NV)による食中

毒事例について

新川奈緒子1，吉澄志磨2，福田伸治3，西香

南子4，杉枝正明5，古屋由美子6，三上稔之，

西田知子7，牛島贋治B，秋山美穂町岡部信

彦9，西尾 治9 第51回日本ウイルス学会，京都市，

2003， 10.27 -29. 

カキを介する事例とカキを介さない事例について疫

学およびウイルス学的に解析し，発生様式の違いを明

らかにするとともに，発生防止を目的に検討した。カ

キを介する事例では，事例ごとの患者数は少ないもの

の，発症率は高く，検出された遺伝子型が多様で，飲

食庖が主な原因施設であった。一方，非カキ事例では，

発症率が低く，事例毎の遺伝子型も単一であり，ヒト

からの糞便あるいは吐物が食品を汚染していたと推察

され，調理に関わる者は食品の取り扱いに細心の注意

を要することが示唆された。

鹿児島県環境保健センター

2 北海道立衛生研究所

3 :広島県保健環境センター

4 :三重県科学技術振興センター

5 静岡県環境衛生科学研究所

6 神奈川県衛生研究所

7 :山口県環境保健研究センター

8 :東京大学

9 :国立感染症研究所
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対EU輸出ホタテガイ生産海域モニタリング検査にお

ける試験所認定制度の導入について

古川章子，三浦啓徳，村上淳子，山本明美，

工藤志保，神毅統，葛西恵理子:第40回全国

衛生化学技術協議会年会，和歌山市， 2003， 11.13-14. 

陸奥湾産ホタテガイの禁輸解除に向け平成13年に

行われたEU査察において，当所では，検査の精度及

び信頼性確保のために試験所認定の取得を指摘され

た。このため，平成14年10月に，対EU輸出ホタテガ

イモニタリング検査の貝毒検査等を対象として， (財)

日本適合性認定協会に試験所認定を申請し，その評価

基準であるISO/IECI7025の要求事項を満たすために

必要な種々の業務(測定の不確かさの推定，測定のト

レーサビリティ等)を実施した。その結果，平成15

年1月の審査を経て同年3月に，食品検査に関し行政

機関としては全国で初めて試験所認定を取得した。こ

の取得により，適正で信頼性の高い，国際的な評価に

耐え得る試験結果を提供できるようになった。

八戸市内の金属関係工場周辺地域での浮遊粉じんの粒

径分布 アンダーセン工アーサンプラーによる測定結

果

花石竜治，早狩進，松尾章，野呂幸男:第

10回大気環境学会北海道東北支部学術集会，山形県

村山市， 2003， 11.14. 

八戸市内の金属関係工場周辺地域で，アンダーセン

エアーサンプラーにより浮遊粉じんを粒径ごとに採取

し，重量測定，重金属分析を行った。その結果，粉じ

ん重量に関しては，微小粒子と粗大粒子の双方が寄与

していた。一方，ニッケル，クロム，マンガンの重金

属は，相対的に粗大粒子の寄与が大きかった。このこ

とから，これら重金属は，主に固形物の機械的粉砕や

汚染土壌の巻き上がりなどに由来するものと考えられ

た。また，ニッケルとクロムとで粒径分布が異なって

おり，これら元素は発生源箇所が違うことが示唆され

た。このことはわれわれの既報の発生源推定を支持す

るものであった。

食の安全について考える

竹内 重正:平成16年度青森県学校栄養士研修会，

青森市， 2004， 4 .23. 

食品の安全性について関心が高まっている中，食に

関する人々がお互いに理解を深め信頼を確立して行く
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ことが大切である O また，食材はゼロリスクではない

ことを認識し，如何に食材を選び、細心の注意を払って

調理加工をするのかについて，食品衛生の確保の観点

から再考し，現在話題になっている烏インフルエンザ，

BSE， 0157などはじめ，健康危機管理意識を常にも

ち，正しい衛生知識を身につけ，食の安全・安心の確

保をする必要がある O

食の安全・安心を考えるー青森県の食に安全安心への

取り組みについて

竹内 重正:第21回日本食品微生物学会学術セミナ

ー，青森市， 2004， 7 .22. 

青森県における食の安全・安心の取り組みについて

の基本方針を明らかにする「青森県食の安全・安心対

策総合指針」が平成15年7月策定された。この総合

指針は，生産者，食品関係事業者，県と市町村など行

政機関，そして消費者である県民一人ひとりが食の安

全・安心を確保してゆくために連携・協力して取り組

んで行くことの内容を示したものであり，それぞれの

自主的な取り組みが必要である旨を 6本の基本方針と

行動計画で示しである O

ノ口ウイルス感染による発生事例

小笠原和彦，石川和子，三上稔之，阿部幸一，

畑山一郎，秋山美穂1，西尾治1，篠原美千代2，

河内暁一九葛西幹雄4，北津淳一4 第24回青

森感染症研究会，弘前市， 2004， 7 .10. 

2003年10月に津軽地域の2か所の保育園で連続して

食中毒疑いの集団発生報告があり，両保育園の発症者

便からノロウイルス (NV)が検出された口また，同

時期に弘前保健所管内の感染性胃腸炎患者便からも

NVが検出され，両者はいずれもGenogroupII (G II ) 

で，ダイレクトシークエンス法により分子疫学的に解

析したところ， Snowmountain (SMV)株類似ウイル

スであることが判明した。これら集団事例と散発事例

の関係及び感染源や感染経路の解明には至らなかった

が，今後，保健所との連携をより強化することで，同

時多発事例等の原因解明に近づくものと期待される O

国立感染症研究所

2 埼玉衛生研究所

3 河内小児科内科クリニック

4 弘前市立病院小児科

5 国保黒石病院小児科



集団及び散発事例より検出されたノ口ウイルスの分子

疲学的検討

石川和子，小笠原和彦，三上稔之，阿部幸一，

畑山一郎，秋山美穂1，西尾治九篠原美千代2，

河内暁一九葛西幹雄4，北津淳一4 第2回青森

県立保健大学学術研究集会，青森市， 2004， 9.17. 

「ノロウイルス感染による発生事例 第24回青森

感染症研究会，弘前市， 2004， 7 .10. Jの要旨参照。

国立感染症研究所

2 :埼玉衛生研究所

3 河内小児科内科クリニック

4 弘前市立病院小児科

5 国保黒石病院小児科

全国および青森県 (1999ー2003年)における感染症

発生状況:定点把握疾患を中心として

武沼浩子，和栗敦，阿部幸一，大友良光:第2

回青森県立保健大学学術研究集会，青森市， 2004， 

9.17. 

当センター内に設置された感染症情報センターで，

1999年から2003年の 5年間に集積した患者情報を元

に感染症発生状況，特に定点把握疾患の発生状況を提

示した o 21疾患のうち，伝染性紅斑，風疹，麻疹，

流行性耳下腺炎，マイコプラズマ肺炎が全国値を上回

って推移していたことから，これらの地域集積性，周

期性などを解析し感染症防止対策の一助としたい。

県内で発生したサルモネラ食中毒の分子疫学的解析

和栗敦，川口愛，大野穣治，阿部幸一:第2

回青森県立保健大学学術研究集会，青森市， 2004， 

9.17. 

当センターは定期的に県内細菌検査施設10定点か

ら病原体検出状況を収集している O これら定点で分離

されたサルモネラ属菌100株と集団食中毒事例の10株

をパルスフィールド・ゲル電気泳動で解析した。解析

結果から，由来が同じサルモネラに汚染された食品が

1ヶ月以上に渡って県内を流通していたことなど示唆

された。

3シーズンにおける圏内産生食用カキのノロウイルス

およびA型肝炎ウイルス汚染状況

西田知子1，8，野田衛2，三上稔之，篠原美千

代3，大瀬戸光明4，入谷展弘5，植木洋6，吉澄

志磨7，岩田祐之8，西尾治9 第52回日本ウイル

ス学会，横浜市， 2004， 11.21 -23. 

ノロウイルス (NV)の汚染状況を明らかにするた

めに， 2001年10月から04年4月の 3シーズンの国内

産生食用市販カキを調査した。また， A型肝炎ウイル

ス (HAV)についても同様に調査した。 3シーズン

で19(G 1 : 8， G II : 11)の遺伝子が検出され， NV遺

伝子タイプは多様であった。 HAVは 3シーズンの

検出率が0.3%(2 1708)で，国内産生食用カキの汚

染は極めて少ないものと推察された。

山口県環境保健研究センター

2 :広島市衛生研究所

3 :埼玉県衛生研究所

4 :愛媛県立衛生環境研究所

5 大阪市立環境科学研究所

6 宮城県保健環境センター

7 北海道立衛生研究所

8 山口大学

9 :国立感染症研究所

シックハウス対策におけるホタテ貝殻の効果

山本明美，坂牛美由紀，村上淳子，古川章子:第

2岡青森県立保健大学学術研究集会，青森市， 2004， 

9.17. 

当県において問題となっている水産廃棄物のホタテ

貝殻を付加価値の高い商品に加工する，産業の育成を

目的とした研究事業の一環として，ホタテ貝殻焼成粉

末による揮発性有機化合物 (VOC)の吸着-分解等に

関する基礎的な調査を行った。シックハウス症候群と

いわれる健康障害で特に問題となっているホルムアル

デヒドの吸着・分解効果について， 100
0

C間隔で焼成

したホタテ貝殻焼成粉末と石灰石で見たところ，

300
0

C以下及び800
0

C以上で焼成した貝殻と700
0

C以上

焼成石灰石で効果がみられた。特に低温焼成貝殻では

一度湿潤させた後も良好な吸着・分解効果が得られ，

壁剤等としても適用可能であることが判明した。

ホタテガイの下痢性貝毒による健康被害の防止につい

て

神毅統，三浦啓徳，古川章子，中谷実1，今

井美代子2，漬野米一3，伊佐山豊4.第2回青

森県立保健大学学術研究集会，青森市， 2004， 9.17. 

下痢性貝毒の毒成分はOA，PTX， YTXの3群に
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大別されるが，マウスを用いる現行の公定法では特異

性が低く毒成分毎の測定は不可能である O さらに，マ

ウスの管理，分析の感度及び精度等でも問題がある。

これらの欠点を補うため，近年開発された下痢性貝毒

の主成分であるOA群を検査対象とするELISA法の有

用性について報告する O

青森県環境政策課

2 :青森県水産総合研究センター増養殖研究所

3 大阪府立公衆衛生研究所

4 :青森県薬剤師会衛生検査センター

陸奥湾における下痢性貝毒モニタリング手法の開発

神毅統，三津谷正1，鈴木敏之2 第41回全国

衛生化学技術協議会年会，甲府市， 2004， 11.18-19. 

陸奥湾におけるホタテガイの下痢性貝毒による毒化

について，従来の採水プランクトン検鏡計数法に代わ

るプランクトンネット捕集物毒性モニタリング手法を

開発し，これによる的確な毒化予察技術の確立を図り，

より安全性の高い出荷自主規制手法を検討することを

目的に，ネットに残留した懸濁物とホタテガイの毒性

をLC/MSにより分析して両者の関係を解明した。そ

の結果，次のことが確認された。

①懸濁物毒性の成分組成はDTX1， PTX 2， YTXで

あり，このうちDTX1は主として原因プランクトン

のうちD.fortiiに由来することが明らかである。 PTX

2は主としてD.fortiiに由来し，次いで、D.acuminataに

も由来するものと推測される。 DTX1含量， PTX 2 

含量ともにD.fortii出現量との聞に正の強い相関関係

が認められる O ②ホタテガイ毒性の成分組成は複雑で

あるが，蓄毒，減毒過程においてOA群， PTX毒群と

もに懸濁物毒性のDTX1， PTX 2の変動から 3週間

遅れの変動が認められる。③懸濁物とホタテガイ両者

のYTX除外毒性について 3週間の遅れをとった場合

には相関関係が良く，懸濁物毒性からホタテガイ毒性

への予察可能性が示唆される O ④上記のことから，ホ

タテガイのマウス試験公定法による毒性についても，

懸濁物のYTX除外毒性からの予察可能性が示唆され

る。

青森県水産総合研究センター増養殖研究所

2 独立行政法人水産総合研究センター東北区水産研

究所

ダイオキシン類分析について
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野津直史，松尾章，花石竜治，成田俊:第2

回青森県立保健大学学術研究集会，青森市， 2004， 9. 

17. 

ダイオキシン類は，平成11年に「ダイオキシン類

対策特別措置法」により排出ガスの基準等が定められ，

削減対策が推進されている O 本県においても汚染状況

の把握や監視の強化等を図るため，平成13年度に分

析施設を整備し，平成15年度に廃棄物焼却施設の排

出実態調査として県内16施設の排ガス，ばいじん及

び焼却灰のダイオキシン類分析を実施し，その結果を

報告した。

水質，底質及び大気モニタリング調査からみた姉沼水

系における鉛環境基準値超過要因の解明

三上一，清水友敬，松尾章，花石竜治，石塚

伸一:第38回日本水環境学会，札幌市， 2004， 3.17-

19. 

姉沼橋では， 1999年7月に鉛が環境基準値 (0.001

mg/L以下)を越えたことから，その要因を明らかに

するため， 2001年 6---9月に水質及び底質調査を行

った。その結果，鉱浮堆積場から飛散，あるいは，降

雨時などに流出した鉛が底質中のシルト・粘土分に高

濃度に堆積し，降雨時などにSS成分として流出，輸

送された結果，姉沼橋で不溶解性鉛濃度が高くなり，

環境基準値を超過したものと考えられた。

Nutrient loadings to Lake Towada during 1999 to 

2000 

Hajime Mikami， Ikuyo Kudou， Hisashi Nozawa， 

Taketo Jin， Toshiya Maeda : 8th international con-

ference on Diffuse/Nonpoint Polusion， Kyoto， 

2004，10.24・29.

From 1999 to 2000， we have examined the water 

balance at Lake Towada and the loads by precipita圃

tion， rivers on fine weather and fishery. The water 

balance in the period except rainy days and a 

snow-thawing season was as follows : the total 

inflow amount was 151.04 (106 m3/year and the 

propo出onof inflows from precipitation were high. 

And total outflow was 216.56 (106 m3/year. The 

total nitrogen inflow was 88.93 tons/year and the 

total phosphorus inflow was 3.933 tons/year. 

Precipitation was a major source of nitrogen and 



river water was a major source of nitrogen and 

phosphorus. The outflow amounts of the total nitro-

gen and the total phosphorus were 24% of the 

inflows. On the other hand， the total phosphorus 

outflow by fishery was 30% of the total outflow 

amount. From the finding， it was supposed that 

fishery contributed to the clarification of the lake 

water. 

八戸市内における有害大気汚染物質(重金属類)の発

生源の推定

花石竜治，松尾章:第11回大気環境学会北海道

東北支部学術集会，秋田市， 2004， 11.26 

有害大気汚染物質モニタリングの2003年度までの

結果に関して気象データを考慮して解析し工場に立

入検査をして採取したダスト類の分析結果なども考察

して，大気中のニッケル，クロム，ヒ素，水銀などの

重金属類の発生源を推定した。種々のデータ解析を行

った結果，発生源工場のみならず発生源箇所にまで言

及できるようになった。

十和田湖の水質に及ぼす水位の影響 (2004)

三上一，花石竜治，対馬典子，野津直史，工

藤香織，成田俊，松尾章:第39回日本水環境

学会，千葉市， 2005， 3.17 -19. 

十和田湖では， 2004年春~夏季には，ヒメマス漁

獲量が比較的豊漁であったにもかかわらず，著しい

CODの上昇と透明度の低下が長期間に亘り認められ

た。 2003年及び2004年の 4月--8月の水位を比較す

ると， 2004年5月下旬--7月初旬には2003年の同時

期に比べて水位が高く，水質の悪化が著しかった。そ

の後，水位の低下に伴い，水質は回復した。このこと

から，生物利用可能なリン濃度が高い河川水が多く流

入し，滞留したため，桂藻類Fragilariacrotonesisが

リンを栄養源として増殖したためと考えられた。今後，

生物利用可能なリンに着目した森林，河川など自然系

及び放牧地からのノンポイント調査と削減対策が重要

である。

水温の連続測定から見た十和田湖の水温の季節変動

(2002-2004) 

花石竜治，三上一，野津直史，成田俊:第

39回日本水環境学会年会，千葉市， 2005. 3 .17 -19. 

64 

十和田湖において2002年10月から2004年10月にか

けて層別の水温の連続測定を行った。その結果，初め

て冬季の水温の鉛直構造が明らかになり，十和田湖は

1月中旬と 5月上旬が循環期の二循環湖であることが

判明した。併せて，水温の2003年と2004年との違い

も解明され，後者で密度の小さい層が深部にまで及ん

だことが分かつた。このことから，十和田湖の物質循

環や流入河川の影響が，水温の鉛直構造や季節変動に

大きく依存していたと考えられた。
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